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概要書
今後、我が国においては、4 つの基準が存在するとされる。日本基準、米国基準、ピュ
アな国際会計基準(IFRS)、そして修正国際基準(JMIS)である。近年の企業会計におけるキ
ーワードの１つとして「コンバージェンス」をあげることができ、それは、我が国にとっ
ては IASB が作成する IFRS との差異を縮小していこうという議論である。
ところが、このコンバージェンスのターゲットとなっている IFRS 自身が、基準の改訂
の最中にあり、それ自身が定まらないことから「ムービング･ターゲット」などと呼ばれる
ことがある。その代表的な議論として、IFRS 第 15 号「顧客との契約から生じる収益」が
公表されるまで 10 年以上の歳月がかけられた「収益認識プロジェクト」をあげることが
できる。そこでは、実現稼得過程アプローチに基づいて、費用と収益を対応させた伝統的
な収益認識モデル（収益費用アプローチ）から、資産負債の変動とその時点における公正
価値で収益を認識するモデル（資産負債アプローチ）への転換が議論されていた。しかし
長い年月を経て公表された IFRS 第 15 号は、その装いこそ変化があったものの、実質的
には実現稼得過程アプローチとほとんど大差のない基準となっている。
このように右往左往している(ようにみえる) IASB の混迷の根底には、企業会計の基本
思考の転換(パラダイム・シフト)の議論があるものと考えられる。したがって、本稿は、
IFRS においてパラダイム･シフトがみられるといえるのか否かについて明らかにするこ
とが目的である。
まず、企業会計におけるパラダイム・シフトを検討するにあたって、パラダイム・シフ
トの議論の整理をすることからはじめた。その議論の出発点として、会計基準をひとつの
システムとみなし、樹形構造によって会計ルール間の相互関係をとらえるという構造を持
つこと、また、こうした全体構造を前提として、ある会計ルールの変更が会計のシステム
の構造の変更をもたらすことを確認している。こうした構造にあわせた形で、近年いわれ
ているような企業会計の変化について整理することを通じて、一般に認識されているであ
ろうパラダイム・シフトの議論を明らかにした。これまで原価評価が会計基準のシステム
を支えていたところに、金融商品の一部に公正価値評価が導入され、それを契機に会計ル
ールが書き換えられると、今度は公正価値評価が会計システムを支えるといった会計シス
テムへと構造の変更がもたらされることになる。これが「配分思考」から「評価思考」と
いった「会計の基本的思考（会計思考）の転換」なのかといったパラダイム・シフトの議
論をもたらす一般的な認識であると捉えており、本稿においても同様の理解を共有してい
る。またそれは、意思決定有用性アプローチのもとにおいて、どのようにその目的を達成
していくのかということのもとでの議論であることを強調しておく。
その意思決定有用性アプローチの代表的なものといわれるのが、「情報パースペクティ
ブ」と「測定パースペクティブ」である。前者は、投資家自らが将来のリターンについて
の予測を行うことが想定されていることから、その予測に有用な情報を提供していくとい
うアプローチであり、他方、後者は、投資家の予測について関与していく、つまり、投資
家が推定しなければならないのれんの価値を示していくことで有用な情報を提供してくと
いうアプローチである。これらと同様の関係にあると思われるものが、「会計利益モデル」
と「純資産価値モデル」である。そのため、この枠組みを用いてパラダイム・シフトを論
じている先行研究、徳賀（2012）を手がかりにパラダイム・シフトの検討を行なっていく
ことにした。
徳賀（2012）においては具体的な会計基準の内容に基づいて客体的に観察･推定するこ
とを通じて、純資産価値モデルへのパラダイム・シフトを示唆していた。その際の判断規
準となっていたのが、自己創設のれんのオンバランス化を指向しているかどうかである。
この点、本稿においてもパラダイム・シフトのメルクマールとして同様の観点からの考察
を行っているところである。したがって、自己創設のれんのオンバランス化というのがパ
ラダイム・シフトの検討においてポイントとなってくるのである。そのために自己創設の
れんの性格についての整理を行ったうえ、具体的に会計基準においてどのような取扱いが
なされているのかについても確認している。
自己創設のれんについては、我が国のみならず、IFRS についてもその計上が禁止され
ているところではあるが、徳賀（2012）の主張に基づけば自己創設のれんの計上が具体的
な基準レベルで見られるということであったことから、その主張に対して 2 つの側面から
検討していくという手法を採ることとした。
ひとつは、自己創設のれんの計上を示唆するものとして徳賀(2012)で指摘されていた
IFRS について、果たして自己創設のれんの計上を意図した処理が行われているのかにつ
いて検討することである。その上で、こうした個別の会計基準を体系的に支える役割をも
つ概念フレームワークに立ち返り、上位概念のレベルで自己創設のれんの計上を指向して
いるのかどうかについての検討も加えた。
いまひとつは、1960 年代以降、企業会計においては、投資家の視点から有用な情報を提
供するような会計目的に転換し、もはや企業会計もミクロ経済の一分野となりつつあると
いった状況に鑑みて、企業価値の側面からも検討することに意義があるものと考えた。
前者の観点からは、やはり自己創設のれんの計上が禁止されている中で、それに反して
自己創設のれんをオンバランスして純資産価値モデルへと移行するような方向にあるとは
言い切れないということができた。また、近年公表された 2013 年概念フレームワーク DP
においては、自己創設のれんのオンバランス化を指向するというよりも、会計利益モデル
を主張する我が国と親和的な提案がなされていたところである。
それは、後者における企業評価の観点からの検討で明らかなように、企業価値の源泉と
なるのれん価値についての推定は、投資の性質を考慮すると、事業投資のみあてはまり、
金融投資についてはその時における時価を付せばよいということになった。このように、
投資の性格に応じて、測定を使い分けることが企業評価には役立つというインプリケーシ
ョンが得られたのである。つまり、のれん価値の推定には、フローによる会計利益情報が
そのインプット情報として有用であるということである。
このように 2 つの側面から検討した結果、IFRS の基準レベルにおいて自己創設のれん
を計上するという指向がみられなかったこと、そして、企業価値評価という観点から望ま
しいモデルとして考えたときに、フローとしての会計情報が有用な情報として機能してい
ることから、本稿では、会計思考におけるパラダイム･シフトはしていない、少なくともパ
ラダイム･シフトする方向にないと結論付けた。
最後に、今後、IFRS が基準設定を行うにあたっては、我が国において主張されている
ような投資の性質に基づいた概念構築と平仄の合う提案がなされれば、今後基準開発を行
ううえで、右往左往している(ようにみえる)基準の開発も落ち着くのではないかと思われ
るとした将来の展望を示して本稿を締めくくっている。
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1第１章 パラダイム･シフトの議論
今後、我が国においては、4 つの基準が存在するとされる。日本基準、米国基準、ピュ
アな国際会計基準(IFRS)、そして修正国際基準(JMIS)である。近年の企業会計におけるキ
ーワードの１つとして「コンバージェンス」をあげることができ、それは、我が国にとっ
ては IASB が作成する IFRS との差異を縮小していこうという議論である。
ところが、このコンバージェンスのターゲットとなっている IFRS 自身が、基準の改訂
の最中にあり、それ自身が定まらないことから「ムービング･ターゲット」などと呼ばれる
ことがある。こうした背景には「個々の基準をめぐる見解の相違や同じパラダイム（基本
思考）内での論理の正否というよりは，IASB の提案の基底に横たわる基本思考と，市場
の直観ないしは伝統的な会計モデルの基底に横たわる基本思考との間の決定的な対立にあ
る1」ためであると指摘されている。
たとえば、2002 年に FASB と IASB の共同で収益認識プロジェクトを発足させてから、
2014 年 6 月に IFRS 第 15 号「顧客との契約から生じる収益」を公表するまで 10 年以上
の月日が経っている。プロジェクトの変遷においては、実現稼得過程アプローチに基づく
伝統的な収益認識モデル（収益費用アプローチ）から、資産負債の変動にひきつけて収益
を認識するモデル（資産負債アプローチ）への転換が議論されていた。当初議論されてい
たモデルは、現在出口価格を用いたモデル（測定モデル、公正価値モデル、現在出口価格
アプローチ）であり、公正価値会計を指向した純粋な資産負債アプローチと位置づけるこ
とができる。松本(2014)によれば、資産と負債の公正価値の変動によって収益を認識する
という「基本思考をそのまま体現しているのが現在出口価格アプローチ」であるとしてい
るように、このモデルの実現を目指してプロジェクトがスタートしたのであった。ところ
が、当初議論されていたモデルの欠点が指摘されたためにそれが棄却され、当初のモデル
を修正した顧客対価を配分するモデル（顧客対価モデル、配分モデル、当初取引価格アプ
ローチ）を採択することになった。
これらのモデルを松本(2014)での整理を参考に、第 2 章で示す枠組みを用いるならば、
実現稼得過程アプローチに基づく伝統的な収益認識モデル（収益費用アプローチ）と顧客
対価を配分するモデル(計算擬制項目の排除を目的とした資産負債アプローチ)は、会計利
益モデルという同一のカテゴリーに属し、現在出口価格を用いたモデル(公正価値を志向し
1 辻山（2013）
2た資産負債アプローチ)は純資産価値モデルのカテゴリーに属するものと位置づけられる
(図表 1)。
当該枠組みを前提にすると、IASB の収益認識プロジェクトにおける当初の議論では、
会計利益モデルから純資産価値モデルへと大きく舵が切られたが、公表された基準それ自
体を見るならば、会計利益モデルの枠内にとどまっているという評価ができよう。10 年以
上の歳月を経てようやく公表にたどり着いた IFRS 第 15 号はその装いこそ変化があった
ものの、実質的には実現稼得過程アプローチとほとんど大差のない基準となっている。し
かし、このような装いの変化は、状況次第では後に現在出口価格アプローチへと転換しう
るものとして、公正価値会計の導入に向けた準備作業のひとつとしてとらえることもでき
るとする見解2もある。
このように右往左往している(ようにみえる)IASB の混迷の根底には、企業会計における
パラダイム･シフトの議論があるのではないかと考えた。これが本稿における問題意識であ
り、したがって、本稿は、IFRS においてパラダイム･シフトがみられるといえるのか否か
について明らかにすることが目的である。
図表 1
会計利益モデル 純資産価値モデル
資産負債アプローチ 資産負債アプローチ
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松本(2014)に一部加筆
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3第１節 企業会計におけるパラダイム･シフト
パラダイムという概念は、もともとトーマス･クーンが 1962 年に｢科学革命の構造｣とい
う著書の中で示されたものであり、自然科学の歴史について用いられたものであった。そ
こでは、パラダイムを｢一般に認められた科学的業績で、一時期の間、専門家に対して問い
方や答え方のモデルを与えるもの3｣と定義されている。
科学の発展の初期段階においては、パラダイムが未だ確立されていないと考えられるこ
とから、多くの学派が存在することになる。このような場合、それぞれの学派において、
問い方や答え方のモデルが存在し、そこに共通のモデルは存在していない。その中で、あ
る 1 つの学派が成功を収めたとき、そのモデルが一般に承認されて、支配的なものとなる。
こうしてパラダイムが確立すると、それに基づいて「通常科学」が成立する。その後、支
配的な考え方の内部構造に変則性が生じると、その矛盾を克服しようとしてパラダイムの
変更を導くのである。これをトーマス・クーンは「科学革命」と名づけている。いわゆる
「パラダイム･シフト」のことである。
しばしば、自然科学の分野に限らず、社会科学の分野においても、「パラダイム」や「パ
ラダイム･シフト」といった用語が使われているが、そこで使われているのは、トーマス・
クーンの提唱した原義というよりも広く一般化され多義的に用いられているように思われ
る。企業会計の領域においても、たびたび｢パラダイム･シフト｣という言葉で、企業会計の
変化が表現されることがある。たとえば、辻山(2013)では、パラダイムという用語を「財
務会計における利益計算や資産･負債の評価についての体系的な説明を導く「基本思考」な
らびにその立脚基盤」という意味で用いているが、パラダイムについて必ずしも定義づけ
がなされていない論文も多々ある。
しかし、とりわけ企業会計の変化について論じようとしたときには、一般的に辻山(2013)
で用いられているように、パラダイムを「会計の基本的思考（会計思考）」といった意味
あいで用いているように見受けられる。そのため、そこには多くの論者で共有されている
ような会計の基本的思考が存在しているものと考えられる。
本節においては、その主題としてパラダイム･シフトの議論に焦点を当てていることか
ら、以下では、会計基準の全体構造と多くの論者で共有されていると考えられるパラダイ
ム･シフトの議論を整理することを通じて、本稿の視座を明確化させていくこととする。
3 T.S. Kuhn(1962)
4第１項 会計基準の全体構造
斎藤(2013)によれば、会計基準をひとつのシステムとみなすとき、樹形構造によって
会計ルール間の相互関係をとらえることができるという。要するに、「最上位のルール
の下にその制約を充たすいくつかのサブ･ルールがあり、その下に、それぞれの制約を
充たすサブ･ルールがいくつもあるという樹形構造が想定」されている。会計の変化と
いうのは、得てして下位のルールにおいて、外的要因が加えられ、従来のルールとは別
の新たなルールに置き換えられることに端を発するケースが少なくないという。
その新たなルールが、従来支えてきた上位のルールと整合的であれば、従来の会計基
準の枠組みの中に溶け込むことができるが、それが、ひとたび従来の上位ルールと整合
しない異種のルールであった場合には、これまでのシステムの一端が崩れシステムの退
化を惹き起こすことになるのである。
こうして、安定性を失ってしまったシステムは、その不均衡を回復させるために、新
たなルールの上位にある概念を別のものに置き換えることを通じてその整合性を確保
しようとすることになる。たとえば、(図表 2)で示しているように、樹形構造の下位にあ
るルール A が A’に置き換えられたとする。このルールの変更が、「システムの変化を崩
すかもしれない最初の変化4」となる。そうすると、これまで、A を包摂していた上位の
ルール X と整合的であれば、A→A’によって会計システムが崩されることはないが、X
と整合しないようなルールの変更であった場合には、下位のルール A’と上位のルール X
との間に不整合が生じ、会計システムの退化を惹き起こすことになるのである。こうし
て安定性を失った会計システムを回復させようと、上位のルールである X において、A’
を包摂するような新たなルールである X’への変化を惹き起こして、システム全体の整合
性を確保しようとすることになる。
この X→X’の変更が行われた際、今度は A と同列にある下位ルール B や C について、
X’の制約を充たさないという状況も考えられ、変化を要することになる可能性がでてく
る。また、反対に X に置き換えられた X’が上位にあるルールとの不整合が生じることも
考えられる。この場合には、先の A→A’の変更と同様の問題が生じてくる。つまり、X’
が上位のルールと整合的であればよいが、上位のルールと整合しないこととなれば、ま
た上位のルールの変更が迫られ、その影響は X と同列にある Y や Z にも及ぶことが考え
られる。
4 斎藤（2013）
5このように、斎藤（2013）によると「下位のルールはもとより、もっと上位のルール
にも波及しかねない」ことになるケースもあるが、「そうしたプロセスがどこまで及ぶ
かは、樹形構造のどこにどのような変化が生じたかによって、文字通りケース・バイ・
ケース」であり、「どこかで止まるとしても、それがシステムの最上位にあるルールや
概念にまで波及するケースもないとはいえない」のだという。
図表 2
      ●     
   ●   ●   ●  
 X→X’  Y Z ● ● ● ● ● ● 
A→A’ B C ● ●       
斎藤(2013)を一部修正
第２項 パラダイム･シフトの一般的認識
米国における企業会計の歴史的変遷を辿ると、近代的な会計制度の原型が確立したとい
われる 1920～30 年代においては、現在いわれているような資産･負債の重視といった議論
とは反対に、資産･負債から収益･費用へのシフトが指摘されていた。1929 年の大恐慌によ
る資本市場の崩壊を契機として、その気運は一気に高まったようにみられる。こうした資
本市場の建て直しの過程において、当時の指導的な会計士であり、ニューヨーク証券取引
所や新設の証券取引委員会と協力して新たな制度の形成をリードした G.O.メイによれば、
間接金融から直接金融への大きな流れを背景にして、債権者の保護から一般投資家を保護
するという土壌が出来あがり、そうした彼らの情報ニーズが、(1)貸借対照表から損益計算
書へ、(2)価値からコストへ、(3)保守主義から継続性へ、の重点移行を生み出したという。
継続企業への投資には、期末のスナップ･ショットにすぎない情報より、取引フローに基づ
6く収益性の情報が求められたというわけである。その観点から、資産価値の評価が背後に
退けられ、代わって費用の期間配分が強調されていた。会計基準のパラダイムが資産負債
アプローチから収益費用アプローチに移行していたのである5。
このような伝統的な企業会計のパラダイムを体系化したものとして知られるのが Paton
and Littleton(1940)である。彼らは、会計の主題を、財の変動(財の「価値」)ではなく、
交換活動に含まれている「測定された対価/価値総計」ととらえ直し、利益を生み出す企業
資産の変動を、取得された用役にかかわる原価ないし費用と、供与された用役にかかわる
収益ないし利益の面でとらえる概念の体系を整えた。そこでは、企業活動において取得さ
れた用役と供与された用役の対応(努力と成果の対応)を、収益や費用だけでなく資産や負
債の認識と測定も含めて会計システムの基礎に据えていた。要するに、財や用役の流れに
基づく発生費用を収益に対応させて現在の利益をとらえる一方で、将来の収益に配分され
る費用を資産として繰り越す仕組みになっており、費用と資産とが(つまり財務諸表のフロ
ーの要素とストックの要素が)、費用の発生と対応というフローの側から、1 つの概念のも
とで統一的にとらえる体系になっていたのである。収益･費用アプローチの典型といわれる
所以はそこにあり、これによって価値評価から原価配分へという考え方の転換が果たされ
たといわれている6(図表 3-左列)。
それに対して 1980 年代からの米国においては、多くの金融機関、とくに S＆L(貯蓄貸
付組合)が破綻するという事態が起こり、それに続く資本市場の混乱によって、それまでの
原価評価を批判して公正価値（時価）7評価を強調する「時代の流れ」を生み出していった。
経済のさらなる金融化・情報化の進展と会計不正の断続的な発生を経験するなかで、上記
に示された (1)貸借対照表から損益計算書へと(2)価値からコストへ、については正反対の
重点移行が強調され、収益費用アプローチから資産負債アプローチへのパラダイム･シフト
が、歴史的な進化の過程のように論じられているのである8(図表 3-右列)。
5 斎藤（2013）
6 斎藤（2013）
7 本稿では、公正価値と時価とを区別せず、同義のものとして取り扱う。
8 斎藤(2013)
7図表 3
(配分思考) (評価思考)
利益の測定と開示 資産･負債の評価
利益の実現
原価の配分･収益との対応
原価評価 時価（FV）評価
金融資産･負債の評価 非金融資産･負債の評価
売買 支配 その他 在庫 設備 その他
斎藤(2013)を参考に作成
このように米国の企業会計の歴史を振り返ると、価値の評価から原価の配分へと転換
したものが、再び資産･負債の評価という価値の評価に振り戻されているように外見上
は見てとれるのである。会計基準のパラダイム･シフトについて、多くの論者において
共有されている視点も、このような「配分思考」から「評価思考」といった「会計の基
本的思考（会計思考）の転換」と捉えているようである9。
(1) パラダイム･シフトの萌芽―公正価値評価の導入による会計システムの不整合
第 1 項では、会計基準の全体構造について整理をしたところであるが、会計基準
9 真実利益アプローチから意思決定有用性アプローチに転換したことをもって、財務報告の会
計思考の転換をもたらしたという見方もある(Beaver[1981])。しかし、この場合は、会計によ
る「情報」の利用が、利害調整よりも投資意思決定を重視するものと捉え直しているものであ
り、価値評価から原価配分への転換といったものではない。本稿においては、こうした意思決
定有用性アプローチのもとにおける計算構造に着目して議論していくこととする。これは、問
題意識にある会計基準のコンバージェンスの議論の観点からは、同じ意思決定有用性アプロー
チのもとにおいての対立とみて論じているほうが多く見られるからである。
概念を放棄
8の変化というのは、会計システムの不均衡が生じるところにその原因があるのであ
った。近年の IFRS が全面公正価値会計を志向しているといわれる議論の契機は、
金融商品に時価評価が導入されたことに端を発しているのだといわれている。
IFRS において、金融商品に時価評価が導入される IAS 第 39 号の公表（1999 年）
以前は、すべてが原価で統一的に評価されていた10。伝統的にいわれる原価-実現主
義会計のもとに、取引が行われたときに記録がなされ、取引以外のところでの価値
の増減は記録の対象にはされてこなかった。貸借対照表においては、「取得したコ
ストが毎期の費用に配分された結果だとみて、将来に繰り越された過去の原価で資
産の額を測る歴史的原価評価が、金融資産であれ非金融資産であれ、保有目的がな
んであれ、一律に適用されるのが伝統的な会計システム11」の本来の姿であったと
されていた(図表 3-左列)。
そこに、金融商品の一部に時価評価が導入12され、このルールは上位にある原価
評価のルールと不整合な形となった。その結果として、「すべてを時価評価に変え
なければならないが、時価のないものもあるため新たに公正価値という上位の概念
を設けて、時価もそれに含めた公正価値評価のシステムに作り変えよう13」とする
流れになってくる。
こうした「構想や理屈が樹形構造の下位にあるルールまで一貫せず混乱を深めて
いる14」のが、現在のパラダイム･シフトの議論であると指摘されているように、現
行は、図表 3 における配分思考と評価思考との中間に位置するものと考えられる。
つまり、測定値について特定の測定属性と結びついているわけではなく、多様な測
定属性が併存している「混合会計」「混合測定モデル」といわれる状況となってい
10 ただし、IAS 第 16 号では、以前から有形固定資産を公正価値で評価する方法（再評価モデ
ル）が認められていた。しかし、秋葉(2014a)によれば、「IAS 第 16 号の再評価モデルでは、
再評価後の公正価値に基づいて減価償却や減損の認識が行われ再評価差益は、その他の包括利
益(OCI)で認識され売却してもリサイクリングしないものの、再評価差損は損益に認識するこ
ととしている。これは、IASB において「再評価にてきした測定属性は何か」を関係する国の
基準設定機関とリサーチしていた経緯(IAS 第 16 号 BC25 項)からも明らかなように、金融商品
などの公正価値評価とは異なるものである」との指摘がなされている。
11 斎藤（2013）
12 これと同時期の 1999 年に「投資不動産」、「農業」に関する公開草案が公表され、2000 年 3
月に IAS 第 40 号「投資不動産」、同年 12 月に IAS 第 41 号「農業」が公表され非金融資産に
おいても公正価値評価が導入された。
13 斎藤(2013)
14 斎藤(2013)
9る。このような状況において、近年のパラダイム･シフトが生じているという議論は、
配分思考から評価思考への転換ととらえるなかで、その未完成形態として混合会計
を位置づけるものである15。これを、「パラダイム・シフトの過程にある混合会計16」
と呼ぶこととする。
(2) 企業会計における意思決定有用性アプローチ
現在、我が国の企業会計基準委員会（ASBJ）が 2006 年に公表した討議資料「財
務会計の概念フレームワーク」(以下「ASBJ 討議資料」)においても、海外の概念
フレームワークにおいても、そこでは投資者の意思決定に有用な情報を提供すると
いう目的が掲げられている。近年の企業会計はこうした、いわゆる「意思決定有用
性アプローチ」に立脚しているといわれる。
1960 年代後半において、経済学やファイナンスの分野における研究の発達によっ
て、「情報利用者という外部者にとっての便益・有用性から会計を再定義しようと
試み」がみられた。その代表ともいえ、起源となったのが、1966 年にアメリカ会計
学会(American Accounting Association: AAA)から公表された「基礎的会計理論に
関するステートメント」 (A Statement of Basic Accounting Theory: ASOBAT)で
ある。
そこでは、会計を「情報の利用者が事情に精通して判断や意思決定を行うことが
できるように、経済的情報を識別し、測定し、伝達するプロセスである17」と定義
している。このような考え方は、多くの会計基準設定主体においても採用され、現
在はこの考え方の基に会計基準が設定されているところである。
第 2 章においても示しているが、こうした意思決定有用性アプローチに立脚して、
会計モデルの開発の必要性を説いているのが、「情報パースペクティブ」と「測定
パースペクティブ」といった見方である。ここでは、簡潔に述べることにするが、
一言でいうならば前者においては「配分思考」に立脚し、後者においては「評価思
考」に立脚しているものと理解できる。これらを簡略化して整理すると、近年なさ
れている企業会計におけるパラダイム･シフトの議論というのはこうした意思決定
15 第 2 章で詳述するが、徳賀(2012)。
16 第 2 章(図表 4)で後述する、混合会計②に該当する。
17 AAA(1966)
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有用性アプローチの下において、有用な情報を提供するのに「配分思考」に立脚し
た「情報パースペクティブ/会計利益モデル18」によるのか、それとも「評価思考」
に立脚した「測定パースペクティブ/純資産価値モデル19」によるのかといった二項
対立的な観点での議論がなされているものと思われる。
第２節 本稿の視座
第１項 パラダイム･シフトの定義
第 1 節においては、パラダイム･シフトの一般的認識を、「会計の基本的思考（会計
思考）の転換」として据えていた。本稿において検討するにあたっても、多くの論者で
共通認識である語法を用いる方が、その後の議論への弊害を少なくすることができると
考えられる。したがって、現代の企業会計を支える会計の基本思考が転換されたといえ
る場合に、パラダイム･シフトがあったといえるものとする。
また、本稿では、先に図表 3 で示したように、企業会計においてのいわば計算構造的
観点から、価値評価→原価配分→価値評価という視点によって、企業会計のパラダイム･
シフトを捉え、検討していくことにする。
そのパラダイムについては、概括的な見方をすれば、まず、図表 3-左列の系統である
Paton and Littleton(1940)に代表されるような、「利益の実現」「原価の配分」「収益
との対応」といった鍵概念にあらわされるように、その収益力といったところをフロー
計算によって明らかにしていこうとするパラダイムがあげられる。そこでは、フロー→
ストックという図式で捉えられていることからフロー計算を重視して、ストックはその
配分計算の結果にすぎないという考え方である。フロー計算によって求められる利益、
つまりは純利益を重視することになろう。
他方、その対に位置づけられるのが、こうした鍵概念を放棄して、その時点の価値を
評価しようとするパラダイム(図表 3-右列)であり、ストック→フローという図式で捉え
られていることから、価値評価(その測定はその時点の公正価値と結び付けられる)の結
果として利益を算定するという考え方であり、そこで求められるのは包括利益と呼ばれ
るものになる。
次項以降では、以上の 2 つのパラダイムを前提にして、パラダイム･シフトの議論を
18 本稿においては、これらを同義と捉えている。
19 同様に、本稿においては、これらを同義と捉えている。
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展開していくこととする。
第２項 パラダイム･シフトのメルクマール
売買目的の金融商品を時価評価するという新たなルールの変更が、現代の会計におい
てのパラダイム･シフトの契機となって、その全体整合性を確保しようとすると、全面
公正価値会計を志向して会計基準が書き換えられていくというストーリーが描かれる
かもしれない。しかし、新たなパラダイムへとシフトするといえども、その変化が一気
になされることは考え難い。武田(1995)によると、「全体的･一括的移行の形式が一気に
実現するのではなく、パラダイム･シフトは部分的に生起する」という。こうしてパラ
ダイム･シフトというのは、除々に新たなパラダイムへと移行していくことが観察され
るようであるが、その際にはパラダイム間の境界、つまり、パラダイム･シフトの規準
を明らかにしておく必要があると考えられる。
第 2 章の先行研究を先取りすれば、配分思考のカテゴリーに属すると考えられるモデ
ルとして「損益計算書における利益の情報を用いて企業価値を算定するモデル(そこでは
利益の測定と開示が目的)」と、価値評価思考のカテゴリーに属すると考えられる「貸借
対照表の純資産において企業価値を表示しようとするモデル(そこでは資産･負債の評価
が目的になると思われる)」が想定できる。
前者は、開示された会計上の利益を用いて、投資家が自らの責任において企業価値を
算定し、投資意思決定をするのに対し、後者は、企業価値それ自体を経営者に開示する
ことを求め、投資家はその情報に基づいて投資意思決定を行うことになる。このことは、
企業価値の測定の主体が異なっていることに加えて、財務諸表に企業価値自体が開示さ
れるか否かにその違いが求められるであろう。このように捉えると、前者の貸借対照表
においては企業価値それ自体が開示されるわけではないが、後者の貸借対照表には企業
価値それ自体が開示されており、当然、無形ののれん価値も含まれることになるであろ
う。
したがって、パラダイム･シフトの評価にあたっては、無形ののれん価値、究極的に
は自己創設のれんの計上の有無がメルクマールになると考えられる。このことは、斎藤
(2013)で指摘するように、企業の評価に当たってバランスシートを中心とする考え方は、
自己創設のれんの計上というタブーを破らない限り完結しない可能性がある、という点
からもいえるであろう。
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第３項 本論文における一定の方向性
本稿においては、パラダイム･シフトについて言及を行っている先行研究、特に徳賀
(2012)を示したうえで、そこで検討されている事項について批判的な考察を行っていく
こととする。その際のメルクマールとなるのは先に示したとおり、自己創設のれんのオ
ンバランスの指向ということになる。そのため、自己創設のれんとは何かといった性格
を明らかにしながら、IFRS の基準レベルでどのように扱われているのか、また IFRS
の設定の指針ともなる概念フレームワークにおいてはどのように位置づけられている
のかという観点からの考察を行う。そこで、自己創設のれんのオンバランス化を目指す
という兆しがみられるならば、パラダイム･シフトに向かっていると結論付けることが
できるであろう。
仮に IFRS は、パラダイム･シフトの過程にあると判断した場合には、今後、我が国に
おいても IFRS と同じような道を辿る、もしくはアドプション(強制適用)となった場合
には、そのパラダイム･シフトすることに伴う影響を受けることになると考えられるた
め、我が国に与えることになるであろう影響についての考察もあわせて行うことにする。
ただ、一方で、パラダイム･シフトの兆しがないと判断した場合には、右往左往してい
る(ようにみえる)現代の企業会計についての一定の帰着点についての考察をあわせて行
うことにすることにしたい。
以上のような考察を行う上で、本稿では、専ら IFRS に議論のフォーカスをあてて検
討していくこととする。それは、本稿の一番はじめに記したように我が国の喫緊の課題
は IFRS とのコンバージェンスの問題にあるといえる。そうした中で先をいく(いってい
るように見える)IFRS における会計思考を整理することは同時に我が国の企業会計の将
来を展望することにも繋がると考えるからである。
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第２章 パラダイム･シフトに関する先行研究－パラダイム･シフト
モデルの提示
第１節 意思決定有用性アプローチの下における 2 つのパースペクティブ
第１章第２項において示したように、1960 年代以降においての財務会計研究は、会計シ
ステムが生み出す利益情報の特性から、企業に対する資金提供者の「投資意思決定」に対
する有用性という観点から会計を捉え直している。このように、会計の主目的を情報の提
供であると捉えたその後の会計研究の多くでは、会計モデルそのものを抜本的に再構築す
る必要性が説かれているようである20。その代表ともいえるのが、情報パースペクティブ
と測定パースペクティブといった見方である。
第１項 情報パースペクティブ21
情報パースペクティブは、1968 年以降、財務会計の理論と研究において支配的なアプ
ローチとなっている。このアプローチは、会計システムが提供する利益情報の有用性は、
「投資家の代わりに会計専門家が将来の株式リターンを予想するのではなく、投資家が
自ら将来の株式リターンを予想することを望み、したがってすべての有用な情報を投資
家が解釈する22」という立場にたっている。
Scott(2006)は、意思決定有用性についての情報パースペクティブについて、「将来の
企業業績を予想することについては個人個人が責任を持つとする一方で、その予想のた
めに有用な情報を提供することに焦点を当てる、財務報告に対するアプローチである」
と定義している。
この際、会計は、取引ごとに記録を行い、資産・負債の価値の増減については、取引
として識別されることはなく、ある資産を取得したときに資産をそのときの価格で認識
し、その資産を販売したときに、販売時の価格と取得時の価格との差で実現収益が認識
されることになる。このように、価値の増加が、売上やキャッシュ･フローの増加とし
て実現するまで待つということになり、実体経済の業績よりも遅れて利益が認識される
ことから、「認識の遅れ(recognition lag)23」と呼ばれている。このような利益計算は、
20 辻山（2013）
21 Nissim and Penman(2008)においては、理想的な歴史的原価会計と称している。
22 Scott(2006)
23 Scott(2006)
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収益とそれを稼得するための費用を対応させるプロセスとしてとらえることができる。
このような視点を強調すると、情報パースペクティブは「損益計算書アプローチ」と位
置づけられ、価値の変動については認識の対象とはされずに貸借対照表に計上されるこ
とは否定されることになる24。
第２項 測定パースペクティブ25
近年、情報パースペクティブにかえて、測定パースペクティブが台頭してきた。その
測定パースペクティブについて、Scott(2006)は次のように定義している。
意思決定有用性についての測定パースペクティブは、「会計専門家が財務諸表本体に
信頼性が確保される範囲で公正価値を取り入れる責任を負い、投資家が企業価値を予測
する手助けをすることに会計専門家がこれまで以上に関わる、財務報告に対するアプロ
ーチ26」である。
情報パースペクティブと比較すると、情報パースペクティブは投資家自らが企業価値
の推定を行うのに対し、測定パースペクティブは投資家の行う推定に関与するというア
プローチ27をとる。
つまり、公正価値を多く貸借対照表に取り入れることで、企業価値のより多くがオン
バランスされることになるという発想である。こうすることで、投資家が推定しなけれ
ばならない未認識のれんの部分が小さくなるため、企業価値の複雑な要素であるのれん
を誤る可能性が減り、より意思決定に有用な情報提供になるというわけである。
これをもっと推し進め、企業価値のすべてを貸借対照表にあらわそうとする考え方も
ある。Scott(2006)は、それを「測定パースペクティブの究極の姿28」をあらわすとして
いるが、現実問題としては、企業はすべての資産と負債を公正価値で評価することはで
きないという信頼性の問題を指摘し、すべての項目に拡張するような測定パースペクテ
ィブについては否定的である。
24 Scott(2006)
25 Nissim and Penman(2008)においては、理想的な公正価値会計と称している。
26 Scott(2006)
27 辻山(2013)によると、「同じく測定パースペクティブを支持する論者であっても、報告企業
は「企業価値自体を委任されている」という見解に立つ論者と、企業価値評価はあくまでも投
資家の責任で行うべきであり、報告企業は信頼性を損なわない範囲で可能な限り「時価情報」
を発信することが投資家の企業価値評価に資することになるという見解に立つ論(Scott,2009)
に分かれている」という。
28 Scott(2006)
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このような視点を強調すると、測定パースペクティブは、財務報告に対する「貸借対
照表アプローチ」であると位置づけられている。つまり、価値の変動についての情報を
貸借対照表に表わすということになる。それは、資産や負債の価値の増加(または減少)
を、それが生じたときに、将来のキャッシュ･フロー(価値の本質)を割り引いて、貸借対
照表に計上することによって認識(測定)することで達成される。したがって、このよう
な利益計算は、その期の現在価値の純変動額ということになる29。
第２節 徳賀(2012)
徳賀(2012)では、その当時における公正価値会計の拡張を、IASB/FASB において公表
された会計基準に基づいて指摘している。また、現行の会計のモデルについて、「会計利
益モデル」と「純資産価値モデル」という理論的な枠組みを用いて、客観的な考察を行っ
ている。
第１項 会計利益モデル
徳賀(2012)では、企業価値を算定するために資する会計モデルとして、会計利益モデ
ルと純資産価値モデルといった 2 つのモデルが示されている。理論的には、「会計利益
と純資産のいずれか一方のみを株主価値の代理変数とする30」ことが可能であり、それ
をフローの面から行うのが会計利益モデルであり、ストックの面から行おうとするのが
純資産価値モデルということになる。
理念的なモデルとなる純粋なフローをベースとした会計利益モデルを定義するとす
れば、以下のようになる。
会計利益モデルとは、将来の全てのキャッシュ･フローを各期間に均等に配分し
た会計利益（恒久利益）のみで、当該企業の経済価値(企業価値)を算定するモデル
をいう。
ただし、現実的には、すべての将来キャッシュ･フローを算定することは困難である
ため、実際上、投資家は「平準化された会計利益(恒久利益の代理変数)に基づいて、当
29 Scott(2006)
30 徳賀(2012)
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該企業の将来キャッシュ･フローを推定し、当該企業の(自己創設のれんの価値を含む)
経済価値の推定を行う31」というモデル32になる。いずれにしても、企業価値の推定の
ためのインプット情報としてフローベースの会計利益情報を用いる点は共通する。
第２項 純資産価値モデル
一方、純資産価値モデルは前述の通り、ストックの面、つまり純資産を株主価値の代
理変数とするモデルである。こうした理念型としての、純粋な純資産価値モデルを定義
しようとすれば以下のようになる。
純資産価値モデルとは、企業の保有するすべての有形無形の価値を、貸借対照表
の純資産の額において、当該企業の経済価値(株主価値)として示すモデルという。
ただし、この場合も現実には、すべての財について活発な市場が存在していることは
想定できないため、このモデルにおける現実的な貸借対照表は、レベル 1 からレベル 3
までの公正価値が混在する純資産価値が意思決定のための情報となる。
そのため、「投資家は資産･負債の公正価値の算定方法と純資産価値額の妥当性を会
計外の情報も加味して判断したうえで、当該純資産価値と現在の株価との比較を行って
投資意思決定を行う33」というモデル34になる。
第３項 会計利益モデルから純資産価値モデルへのパラダイム･シフト
徳賀(2012)によると、近年、会計基準の設定においては、前述した 2 つのモデル間の
移行がみられるという。つまり、フローベースの会計利益から企業価値を算定するとし
た会計利益モデルから、ストックベースの純資産の価額に企業価値を示すとした純資産
価値モデルへのパラダイム･シフトである。そのきっかけとなっているのが、米国にお
31 徳賀(2012)
32 この会計利益モデルは、さしあたり前述した情報パースペクティブと同義と捉えて議論して
いくことにする。
33 徳賀(2012)
34 この純資産価値モデルは、さしあたり前述した測定パースペクティブと同義と捉えて議論し
ていくことにする。
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いて、1990 年代に一部金融資産の公正価値評価が導入された35ことにある。こうした公
正価値での測定が、金融資産全体に、そして金融負債に、さらには一部の非金融資産に
まで拡張してきている。
IASB の公表する IFRS の具体的な変化からから判断すると、先に示したように公正
価値の適用範囲が拡大してきているということができる。そのまま公正価値測定を推し
進めていくことになれば、会計利益モデルから純資産価値モデルへとパラダイム･シフ
トしたということができる。
第４項 混合測定モデルの見方
現行の会計基準から判断するに、全面的に公正価値で測定するといった会計処理は行
われておらず、むしろ取得原価で測定されているものとの共存にあるといってよい。こ
うした状況は、前述したように、「混合会計」「混合測定モデル」と呼ばれることがあ
る。このような混合会計について、徳賀(2012)では 2 つの解釈を示している。
1 つは、「一部の資産･負債に対して公正価値評価を適用することによって、フロー･
ベースの会計利益モデルの欠点を埋める形で修正･補強が行われている過程」であると
捉える見方36(混合会計①)である。もう 1 つは、現在の混合会計は「既に、純資産価値モ
デルへのパラダイム転換のプロセスにある」と捉える見方(混合会計②)である。(図表 4)
前者においては、会計利益モデルという同じパラダイムの中における補強･洗練であ
ることからパラダイム･シフトの議論は生じない。そこでは、「フロー数値のリアリテ
ィを回復することが目的であって、ストックのリアリティの獲得はその手段であるとい
う解釈37」なので、この解釈に基づけば、公正価値評価の適用は一定のところでとどま
ることになる。
他方で、後者においては、「資産･負債のすべてを DCF でオンバランスしなければな
らないが、DCF でのオンバランスを、制度や実務に落とし込む際に、経営者による DCF
の推定における主観性の高さへの懸念(言い換えれば、評価額の「信頼性」が担保できる
かといった制約)から反対があり、現状はやむをえず混合会計となっているという解釈38」
である。そのため、こうした解釈に基づけば、「測定技術上の問題が解決されていくに
つれて、および／または測定の信頼性の低さへの社会的な容認が得られるにつれて、公
35 FASB の金融商品プロジェクトが立ち上げられた 1980 年代後半から 1990 年代後半にか
けて、金融商品に係る公正価値の開示拡充や部分的な公正価値会計の導入が進められていった。
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正価値の適用範囲は、全ストックへと拡張39」されていくことになる。
図表 4
会計利益モデル 純資産価値モデル
純粋フローベース 混合会計① 混合会計② 純粋ストックベース
第５項 徳賀(2012)における一定の方向性
徳賀(2012)では、現行の混合会計に関して２通りの解釈をすることができることを示
したうえで、IFRS では、はたして現状、どちらの会計モデルの枠内にあるのかという
ことについて、具体的な会計基準の内容に基づいて客体的に観察･推定することを通じ
て明らかにしている。
その際の判断規準として、徳賀(2012)では、「すべての将来キャッシュ･フローの源泉
となるものを資産または負債として公正価値でオンバランスさせることを指向してい
ること、その結果、個々の評価がいずれも企業の経済価値と連動していること」をあげ
ている。別言すれば、部分的なオンバランスも含めて自己創設のれんのオンバランスが
指向されることである。具体的には、以下の指標を用いて検討している。
①資産・負債の定義の厳格化
②資産・負債の認識規準の設定
③金融資産の公正価値評価
④金融負債の公正価値評価(金利リスクの反映)
⑤金融負債の公正価値評価(信用リスクの反映)
⑥非金融資産の減損処理(非対称的処理)
⑦無形資産の公正価値によるオンバランス(再評価オプション)
⑧事業用資産の公正価値評価(再評価オプション)
⑨非金融負債の公正価値評価(検討中)
「会計利益モデルと純資産価値モデルとの線引きの鍵となるのは、個々の評価額が単
なる時価情報としてではなく、DCF で測られた企業の経済価値と連動しているか否かで
36 後述する定義レベルにおける資産負債アプローチに相当するものと考えられる。
37 徳賀(2012)
38 徳賀(2012)
39 徳賀(2012)
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ある40」ことから、上記⑥以下の会計処理が行われているか否かであるとしている。
詳細な検討は第 4 章で行なうこととして、徳賀(2012)ではその検討の結果、純資産価
値モデルを指向しているとしている。つまり、具体的な会計基準の観察を通じて、「純
資産価値モデルの特徴となると想定していた公正価値評価(とりわけ、使用価値評価)の
適用が不完全ながら採用41」されており、「その実行困難性や業績への大きな影響を理
由とする世界的反発などを背景として、会計基準では個々のストックの評価のすべてが
企業の経済価値と連動して説明されているわけではないが、IASB も FASB も、客体的
にみる限り純資産価値モデルの実現を目指していると判断してよい42」と結論づけてい
る。
第３章以降では、徳賀(2012)で結論づけられたように、純資産価値モデルへのパラダ
イム･シフトといえるのかどうかを改めて検証していくことにしたい。その際の着眼点
は、自己創設のれんの計上の可否についてである。そのため、改めて自己創設のれんの
特徴を整理するとともに、会計基準等での取扱いを検討していくことにする。
40 徳賀(2012)
41 徳賀(2012)
42 徳賀(2012)
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第３章 自己創設のれん
第１節 自己創設のれんの計上
企業の投資については、大きくのれん価値の有するものと、のれん価値のないものに分
類することができる。のれん価値を有するものへの投資には、自己創設のれんが含まれて
おり、そうでない投資には、基本的には、自己創設のれんは計上されない。
第１項 自己創設のれん
ここでは、まず自己創設のれんの性質を整理しておく。秋葉(2014)によると、自己創
設のれんは、以下のような超過収益力であり、いずれも無形のノウハウや人的資源など
との組み合わせによるものとしている。
(a)企業や事業といった資産グループの価値が、個々の資産の価値の合計を上回る分
(b)主観的な価値が、市場平均の期待に基づく価値を上回る分
自己創設のれんを以上のように定義したとき、それはどのような場合に計上されるの
であろうか。企業の投資の価値は、将来に期待される正味のキャッシュ・フローを、リ
スクに見合う資本コストで割り引いた現在価値になるはずである。このときに、上記の
割引現在価値には、自己創設のれんが含まれていることになる。自己創設のれんの有無
を踏まえて、投資の性質については、以下のように分類できると考えられる。
第２項 金融投資
ひとつは、金融投資である。金融投資は、市場において換金するほかに成果を実現す
る方法がない。つまり、単一の市場において、そこでの値上がりを期待しているもので
ある。そうであることから、このような資産は、誰が保有していてもその価値を変える
ことができず、誰にとっても市場価格と同じ価値をもつものであるということができる。
誰もが市場の平均を上回る価値を生み出すことができないと考えられることから、上
記で定義づけをしたうちの(b)にある市場平均の期待と同値になり、自己創設のれんは計
上されないことになる。
第３項 事業投資
いまひとつは、事業投資であり、非金融資産が主であるといってもよいが、事業に用
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いられている資産については、それ自体の売買で投資の成果が実現されるものではない。
事業の目的に拘束された投資は、製品やサービスとしてのアウトプットが市場において
販売され、現金・現金同等物に転換されるまでは、キャッシュ・フローとして生じるこ
とはない。このとき得られるキャッシュ・フローについても、事業を行う主体のノウハ
ウや営業努力によってその大きさは異なることになる。このように、事業目的に拘束さ
れるような投資については、企業によってキャッシュ・フローが異なってくることから、
事業の投資のために保有する資産の価値は、市場平均の期待で決まる価値によってはあ
らわされないことになる43。通常、企業は、市場平均の期待を上回る成果を期待して投
資を行うと考えられることから、市場の平均的な期待価値よりも高い価値が付されるこ
とになる。
したがって、上記の定義に照らすと、ここでは、個々の資産ごとに考えるとすると(b)
の市場平均に基づく価値を上回る部分が存在することになるため、事業投資からは自己
創設のれんが計上されることになる。
第４項 金融投資と事業投資の境界
自己創設のれんの計上との関係では、投資の性質に基づく分類がポイントになってく
ると考えられる。ただし、秋葉(2014)でも指摘しているように、どこまでが残余利益が
ゼロである「金融投資」であり、どこまでが残余利益がプラスになることが期待されて
いる「事業投資」であるかを区別することは困難かもしれない。
同様の指摘が斎藤（2013）においてもなされているため、以下、引用することとする。
厳密に言えば事業投資でも、低減する正味の成果が資本のコストに等しくなると
ころまで投資を続けている限り、限界的な部分についてはのれん価値が存在しない。
金融投資とみられるものにも、事業価値を有するコアののれん部分があるのかもし
れない。
両者の指摘から明らかなように、概念上は、金融投資と事業投資という投資の性質に
基づいた分類が用意されているが、これを適用しようとする際に、明確な規準で分類す
ることは困難と考えられる。そのため、「企業会計においては、そうした違いをどこか
43 斎藤(2013)
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で捨象し、ひとまとめにした資産や負債のカテゴリーに同じ認識と測定のルールを適用
することが多い44」ようである。
第５項 公正価値評価と自己創設のれんのオンバランス
個々の資産および負債の公正価値による測定だけでは、企業が有する無形の自己創設
のれんの算定にはつながらないため、公正価値で評価する範囲を広げても、会計情報に
よって財務諸表利用者が予測する将来の自己創設のれんの算定に役立つわけではない。
この意味で、測定パースペクティブは妥当でないといえるかもしれない。
第２節 自己創設のれんの取扱い
第１項 IFRS における自己創設のれん
IAS38 号では、自己創設のれんは計上してはならないとしている。理由としては、次
のようなことがあげられている。
まずは、信頼性をもって原価で測定することができないことである。この点、「すべ
ての時点における、企業の市場価値と、企業の識別可能な純資産の帳簿価格との差額は、
企業価値に影響する諸要因の範囲をとらえているが、このような差額は、企業が支配す
る無形資産の原価を表わすものではない」からである。
また、IASB の概念フレームワークとの関連においても、財務報告の目的の観点から
自己創設のれんは以下のようにオンバランスしないという考え方があると解されてい
るようである。
① 一般目的の財務報告は、企業価値を示すようには設計されておらず、利用者が
その企業価値を見積もるのに役立つ情報を提供する(OB7 項)。としている点や、
② 貸借対照表上の資本の額は、偶然の一致を除いては、企業の株式の時価総額や
純資産を個々にまたは継続企業としての企業全体を処分することによって得られ
るであろう総額とは一致しないとしている(4.22 項)点。
さらに、IASB が 2013 年に公表したディスカッション・ペーパー「財務報告に関する
概念フレームワークの見直し」（以下「2013 年概念フレームワーク DP」という）にお
いては、すべての資産･負債の認識を提案しているものの、自己創設のれんは除かれて
いるようである。
44 斎藤(2013)
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このようなことに鑑みると、「自己創設のれんは、むしろ開示された利益情報などに
よって利用者が考慮するという考え方46」があることが伺える。
第２項 我が国における自己創設のれん
我が国においては、IFRS と異なり自己創設のれんに関する明確な規定は存在してい
ない。ただし、企業会計の基礎にある考え方に照らせば、自己創設のれんの計上は否定
されることになる。そのことは、ASBJ 討議資料のなかに求めることができる。そこで
は、自己創設のれんの計上は、「経営者による企業価値の自己評価・自己申告を意味す
る」ことから、財務報告の目的に反するために認められていないとしている。
このような考え方は、会計基準の規定としては明確ではないものの、企業結合に関す
る会計基準における結論の背景にもあらわれている。そこでは、のれんの償却・非償却
をめぐる議論についても、自己創設のれんの計上との整合性からも償却すべきとされて
いるところである。
46 秋葉(2014b)
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第４章 徳賀(2012)の検討
第１節 徳賀（2012）の見解
先に、パラダイム・シフトのモデルを提示した先行研究として徳賀（2012）をあげてい
たところであったが、本節においてはそこでの結論についての検討を行なっていくことと
する。
徳賀(2012)において、「会計基準では個々のストックの評価のすべてが企業の経済価値
と連動して説明されているわけではないが、IASB も FASB も、客体的にみる限り純資産
価値モデルの実現を目指していると判断してよいであろう」としている。
会計利益モデルから純資産価値モデルへの移行を、「パラダイム転換」として、そこで
の線引きを「個々の評価額が単なる時価情報としてではなく、DCF で測られた企業の経済
価値と連動しているか否か」によっている。つまりは、自己創設のれんのオンバランス化
の可否がそこでのメルクマールとして据えられていた。
具体的には、(a)非金融資産の減損処理(非対称的処理)、(b)無形資産の公正価値によるオ
ンバランス(再評価オプション)、(c)事業用資産の公正価値評価(再評価オプション)、(d)非
金融負債の公正価値評価というこれらの会計処理が自己創設のれんの計上につながること
から、純資産価値モデルへと深化していく過程にあると述べている。
以上の(a)から(d)に該当すると指摘される会計基準は図表 5 のようになる。
図表 5
トピックス 会計基準 タイトル
(a)非金融資産の減損処理 IAS36 「資産の減損」
(b)無形資産の公正価値によるオンバランス(再評
価オプション)
IAS38 「無形資産」
(c)事業用資産の公正価値評価(再評価オプション) IAS16 「有形固定資産」
(d)非金融負債の公正価値評価 IAS37
(公開草案)
「引当金，偶発負債及び
偶発資産」
（a）に関しては、金融商品のみでなく、有形固定資産･無形資産（取得のれん）につい
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ても減損処理を要求し、損失の認識は、使用価値を含んだ公正価値評価に基づいている48。
さらに、減損損失の戻入れも容認しており、部分的であれ評価の対象を維持している点、
より純資産価値モデルに接近しているとみている。
（b）に関しては、一定の要件を備えた開発投資を無形資産としてオンバランスするこ
とを要求している。当初認識時は、公正価値評価は容認されていないが、オプションとし
て再評価することが容認される。
（c）に関しては、公正価値で再評価するオプションが認められている。
（d）に関しては、IASB は非金融負債の公正価値評価の可能性に言及しているようであ
る。現在のところは、資産除去債務について、純資産価値モデルにおける評価としては不
完全な適用であるが、公正価値評価の適用が認められているとしている。
以上の 4 つの基準をあげて、これらが純資産価値モデルの完全なる適用ではないが、純
資産価値モデルの特徴となる公正価値評価の適用が、オプションという形で導入されてい
る点で不完全な形ではあるが採用されているとみている。
第２節 批判的検討
このように、徳賀(2012)では、IFRS の個別の基準を観察すると、自己創設のれんがオ
ンバランスされるような会計処理が容認されるようになりつつあるということから、純資
産価値モデルへのパラダイム転換を示唆しているとしている。つまり、配分思考から評価
思考への転換点として、現状の混合会計を捉えているのである。そうであるとすれば、第
2 章で示したように信頼性という懸念事項が解決されるならば、全ストック項目に公正価
値が適用されることになる。実際、このような展開を予定して潜在的にオプションという
形での会計処理を導入していることも考えられるかもしれない。
この点を明らかにするためにも徳賀(2012)で指摘している上記の 4 つの基準についての
検討は欠かせないものとなる。また、IASB が全面公正価値会計というモデルを念頭にお
いているならば、将来の基準設定の指針となり得る役割をもつ概念フレームワークにおい
て、その一端があらわれるのではないかと考えられる。このような問題意識のもとで、徳
賀(2012)で示されている見解について、批判的に検討を加えていくことにしたい。
第１項 自己創設のれんの観点から－徳賀(2012)の指摘する基準の考察
48 徳賀(2012)では、使用価値や割引価値を含んだものとして公正価値を定義している。
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徳賀(2012)で示されていた(a)非金融資産の減損処理(非対称的処理)、(b)無形資産の公
正価値によるオンバランス(再評価オプション)、(c)事業用資産の公正価値評価(再評価オ
プション)、(d)非金融負債の公正価値評価を定めた IFRS（公開草案を含む）について、
IFRS についての整理を含め、以下でそれぞれ検討を行なっていくことにする。
(1) 固定資産における減損会計(IAS 第 36 号)
① 概要
IAS 第 36 号｢資産の減損｣において、減損とは、｢帳簿価額が回収可能価額を超過
する場合｣(8 項)をいうとしている(経済的規準49)。減損損失の認識と測定を行うにあ
たっては、まず「減損している可能性のある資産の識別」を行う(減損の兆候)。減
損の兆候がある資産について、回収可能価額を測定し、帳簿価額が回収可能価額を
超過する場合に、減損損失を認識することになる。ここで、測定に用いられる「回
収可能価額」は、「資産の処分コスト控除後の公正価値及び使用価値のいずれか高
い金額」(18 項)と定義されている。したがって、減損損失を認識した資産について
は、資産の処分コスト控除後の公正価値もしくは使用価値のいずれか高い金額で測
定されることになる。
その後、一定の資産については減損損失の戻入れが行われる。一定の資産とは、
のれん以外の資産について、過年度に認識した減損損失がもはや存在しないか又は
減少している可能性を示す兆候を有するものであり(110 項)、「最後の減損損失を
認識した以後に当該資産の回収可能価額の算定に用いた見積りに変更があった場合
にのみ、戻入れをしなければならない」(114 項)としている。その際、戻入れの金
額は、過年度において減損損失がなかったとした場合における帳簿価額を超えない
範囲において、回収可能価額まで増額することになる(114 項、117 項)。回収可能
価額を超えて戻入れられる分については、IAS 第 16 号等の再評価モデルに従って
処理するものとされる50。
のれんについては、その回収可能額の増加は、減損損失の戻入れというよりは、
むしろ自己創設のれんの増加であることが多いことに鑑みて、戻入れを禁止してい
る(124 項、125 項)。これは、IAS38 号において自己創設のれんの認識を禁止して
49 BCZ95-107 項において、減損損失の認識に関するさまざまな規準(永久性規準、蓋然性規準、
経済的規準)を検討している。
50 この点は、②で述べる。
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いることとの整合性を確保しようとしたものであると考えられる。
② 徳賀(2012)の検討
こうした IAS 第 36 号での処理を踏まえれば、第１節で示したように、たしかに
徳賀(2012)のいうように、減損損失の認識は公正価値評価51に基づいていることか
ら、固定資産の公正価値評価につながると評価できるかもしれない。つまり、評価
の思考52が取り入れられているとみて、パラダイム･シフトの部分的生起と捉える見
方も考えられる。そこには、以下の図式が念頭におかれているものと考えられる53。
固定資産の減損処理=固定資産の公正価値評価=評価思考
さらに、減損損失の戻入れについて考慮すれば、(損失のみの計上という意味での
非対称的な処理ではなく)評価の対称性を維持しているという点で、企業の経済価値
との連動に近づいていることから、より純資産価値モデルに接近していると徳賀
(2012)は主張している。
③ 我が国における固定資産の減損会計との比較
我が国においても、IAS 第 36 号に相当する「固定資産の減損に係る会計基準」
が存在する。しばしば、固定資産の減損会計については、主要な会計基準(日本、米
国、IFRS)でそれぞれ処理が異なるとして比較がなされるところである。この点、
我が国と IAS 第 36 号における相違点は図表 6 のように考えられる。
図表 6
我が国 IFRS
判定 蓋然性規準 経済性規準
51 徳賀(2012)では、公正価値に使用価値を含めている（脚注 48 参照）。
52 資産の価値は、基本的にはキャッシュ・フローを資本コストで割り引いた現在価値である。
第 3 章で示した金融投資と事業投資という分類を前提とすれば、金融投資の場合、誰が所有し
ているかに依存せずにその資産の価値は誰にとってもそのときの時価に等しいといえる。しか
し、事業投資の場合は、市場平均の期待価値を超える成果を期待して所有することから誰が所
有するかによってその価値は異なることになる。そのため、その現在価値には、無形ののれん
価値を含んでいることになる。つまり、その時点の時価が資産の価値を示しているということ
はできない。しかし、使用価値は自己創設ののれん価値を含むことから、資産の価値をあらわ
すということができる。
53 こうした解釈が正確かどうかについては、さしあたり言及することは避けることにして徳賀
(2012)の主張の整理として示す。
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減損損失の認識 帳簿価額＞割引前将来 CF の総額 帳簿価額＞回収可能価額
減損損失の測定 帳簿価額－回収可能価額 帳簿価額－回収可能価額
減損損失の戻入 しない する
我が国においては、減損の存在が相当程度確実な場合に限って、減損損失を認識
することから割引く前のキャッシュ・フローよりも帳簿価額が小さいならば「相当
程度確実といえるだろう」という考え方（蓋然性規準）に基づいている。そのため、
減損損失の認識としての IAS 第 36 号よりもステップを 1 つ多く踏むことになって
いる。ただし、収益性の低下によって投資額の回収が見込めないことが相当程度の
確実性をもって行われることから、のれんの戻入れの手続きは不要ということにな
ろう。
また、我が国においては、減損を「資産の収益性の低下により投資額の回収が見
込めなくなった状態」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」
三 3）としている54が、IAS 第 36 号においては、減損の考え方がはっきりとは示さ
れていないように伺える。
このようにいくつかの相違点はあげられるが、減損についての考え方は、我が国
における基本的な考え方を参考にすることができるものと考えられる。我が国にお
いては、減損基準において減損を「収益性の低下により投資額の回収が見込めなく
なった状態」と位置づけたうえで、減損損失の認識は「過大な帳簿価額を減額し、
将来に損失を繰延べないために行われる会計処理」であると示されている。つまり、
「金融商品に適用されている時価評価とは異なり、資産価値の変動によって利益を
測定することや、決算日における資産価値を貸借対照表に表示することを目的とす
るものではなく、取得原価基準の下で行われる帳簿価額の臨時的な減額」であると
の考え方がその根底にはあるようである。
このように考えれば、先に示した徳賀（2012）における減損会計の理解とはだい
ぶ違った位置づけになっていると考えられる。そこでは、減損を資産の価値評価と
捉えられていたが、我が国における位置づけとしては、価値評価ではなく、あくま
でも取得原価主義会計のもとにおける処理であるとしている。我が国における減損
54 我が国においては、減損の考え方について固定資産の減損に限らず、棚卸資産や金融商品に
おいても統一的な考え方の下で適用している。
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会計の理解を整理するならば、それは、将来における配分計算の修正を行っている
のだということになるであろう。このような我が国における考え方と親和的な記述
が、減損損失の戻入れを行う理由のなかに見つけることができる。図表 7 に減損損
失の戻入れを行う理由をあげているが、(b)に着目すると、そこでは取得原価主義と
の整合性という点が強調されている。これは、減損の戻入れは取得原価主義システ
ムに反するのではないかという反論によるものである。そこでは、回収可能価額が
資産の新たな原価となり、再評価と変わらないのではないかとして、戻入れを禁止
するか又は再評価として資本に直接認識すべきとの主張があった(IAS 第 36 号
BCZ183)。
これらの議論から推察すると、IAS 第 36 号は、我が国の基本的な考え方と同様
に、取得原価基準の下における臨時的な減額として、配分計算のカテゴリーの属す
るものという事ができる。
図表 7
(a) IASB 概念フレームワークでは、将来の経済的便益の蓋然性が高くなったときに認
識する。
(b) 減損損失の戻入れは、再評価ではなく、減損損失が認識されていなかった場合の減
価償却費控除後の当初原価を越えることとならない限り、取得原価基準に準拠して
いる。
(c) 減損損失の測定の変動は、会計上の見積りの変更と類似のものとなり、IAS 第 8 号
では、変更がその期間のみに影響を与える場合のみならず、変更に係る期間と将来
の期間に影響を与える場合にも、当期純利益に織り込むものとしている。
(d) 減損損失の戻入れは、利用者に資産の将来の便益の可能性についてより有効な方向
性を提供する。
(e) 減損損失を戻し入れる場合、減価償却は従前の減損損失を反映しないので、当期お
よび将来の期間の営業業績がより公平に説明される。
IAS 第 36 号 BCZ184，秋葉（2014a）pp.178-179 をもとに作成
(2) 再評価オプション(IAS 第 16 号，IAS 第 38 号)
IAS16 号においては、原価モデルまたは再評価モデルのいずれかを会計方針として選
択し、当該会計方針を有形固定資産の 1 つの種類全体に適用しなければならないものと
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している(29 項)。
再評価モデルは、「資産として認識した後、公正価値が信頼性をもって測定できる有
形固定資産は、再評価額(再評価日現在の公正価値から、その後の減価償却累計額及びそ
の後の減損損失累計額を控除した額)で計上」することになる(31 項)。また、再評価は、
期末日の帳簿価額が公正価値と大きく異ならないよう、定期的に行うとされ、ある有形
固定資産が再評価される場合には、当該資産の属する有形固定資産全体を再評価する(31
項，36 項)。再評価差額については、図表 8 のように扱うことにしている。
図表 8
再評価差額 取扱い
再
評
価
時
差益
(増加額)
その他の包括利益(OCI)に認識し、再評価剰余金として資本に計上す
る。ただし、再評価による増加額が、以前に損益に認識された同じ資
産の再評価による減少額を戻し入れることとなる場合には、損益に認
識する。
差損
(減少額)
損益に認識する。ただし、再評価による減少額が、その資産に関する
再評価剰余金の貸方残高の範囲内である場合には、OCI に認識し、再
評価剰余金として資本に累積されている金額を減額する。
資産の除去また
は処分時
再評価剰余金は、資産の認識を中止したときに、損益を通さず、直接、
利益剰余金に振り替えられる(リサイクリングしない)。
IAS 第 16 号 39-41 項，秋葉(2014a)p.221 より引用
これらの取扱いについては、IAS 第 38 号「無形資産」における再評価モデルについ
ても同様であるため、それぞれを別に検討することなく、再評価モデルとして以下では
検討する。
この際、再評価時に公正価値で測定することになるが、それは「測定時点で市場参加
者間の秩序ある取引において資産を売却するために受け取るであろう価格又は負債を
移転するために支払うであろう価格をいう」(6 項)としている。ここで、公正価値測定に
関しては、IFRS 第 13 号を参照することになる。そこでは、市場参加者の観点としての、
定義づけがなされていることから、市場を基礎とした測定が行われることになる。ここ
で留意しておかなければならないのは、あくまで市場の観点であり、企業固有の観点で
の測定ではないということである。
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この点を踏まえると、これまで何度か指摘しているところではあるが、自己創設のれ
んが計上されるのは、企業固有の観点から、将来キャッシュ・フローを見積って割引計
算したときである。したがって、市場の観点からの評価では、自己創設のれんは計上さ
れないのである。つまり、これら再評価オプションの適用は、徳賀(2012)で指摘したよ
うな、自己創設のれんの計上にはあたらないものと考えられる
また、秋葉（2014a）によると、「再評価モデルは、実体資本維持概念の変形として
生き残っている特定の国での会計慣行を踏まえた特異な会計処理と考えられる55」との
指摘がなされているところでもあるため、単純に公正価値会計への拡張といえない側面
もあるといえよう。いずれにおいても自己創設のれんの計上が禁止されているなかで、
それに反して自己創設のれんをオンバランスして純資産価値モデルへと移行するよう
な方向にあるとは言い切れないと考えられる。
(3) 非金融負債の公正価値評価(IAS 第 37 号改訂公開草案)
① 現行の IAS 第 37 号
IAS 第 37 号は、引当金や偶発負債に適用される。IAS 第 37 号が、他の主要な国
(米国基準，日本基準56)と比較して特徴的といえるのが、資産の撤去や原状回復に要
する義務が生じた場合に計上される資産除去債務について、独立の基準としてでは
なく引当金として整理がなされているところである。これは、負債の定義との整合
性を考慮し、貸方の負債項目の観点から定められているものと考えられる。それが
明らかなのが、引当金の計上要件として以下の 3 つの要件(図表 9)を満たすことが
求められている点である。
55 この点、「再評価の実務を反映した各国の会計基準の影響を受けたものであり、物価変動の
影響を反映することを論拠とするものと考えられる」との指摘もある(小賀坂 2012)。
56 企業会計基準第 18 号「資産除去債務に関する会計基準」
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図表 9
引当金の計上要件
(a) 過去の事象(義務発生事象)の結果として現在の義務(法的または推定的)があること
(b) 当該義務を決済するために、経済的便益をもつ資源の流出が必要となる可能性が高いこと
(c) 当該義務の金額について信頼性のある見積りができること
IAS 第 37 号 14 項，秋葉(2014a)p.186 から引用
その中の(a)は、「現在の義務」という要件を掲げ、負債の定義57との整合性を図
っている。また、(b)や(c)の要件についても、概念フレームワークにおける認識規準
58と整合している。これらの 3 つの要件をクリアし、引当金として計上されること
になると、次は測定の問題となる。
IAS 第 37 号 36 項においては、「引当金として認識される金額は、貸借対照表日
における現在の債務を決済するために要する支出の最善の見積りでなければならな
い」としている。ここで最善の見積りとは、期末日現在で、義務を決済するためま
たは義務を第三者の移転するために企業が合理的に支払う金額をいうとしている。
なお、多くの事象と状況に必然的に関連するリスクと不確実性は、引当金の最善の
見積りに到達する過程で考慮しなければならない(42 項)。また、貨幣の時間価値の
影響が重要な場合、引当金の金額は義務の決済に必要と見込まれる支出額の現在価
値としなければならない(47 項)。
② 2005 年公開草案
IASB は、2005 年 6 月に IAS 第 37 号「引当金，偶発負債及び偶発資産」を改訂
する公開草案(2005 年 ED)を公表した。2005 年 ED における主な改訂提案を整理す
ると以下のようになる。
57 負債とは、過去の事象から発生した企業の現在の義務で、その決済により経済的便益を有す
る資源が当該企業から流出することが予想されるものをいう(概念フレームワーク 4.4 項)。
58 構成要素の定義を満たし、かつ、蓋然性規準と信頼性規準を満たすものである(概念フレー
ムワーク 4.37 項，4.38 項)。
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図表 10
IAS 第 37 号 2005 年 ED
(a)対象項目 引当金 非金融負債
(b)認識 蓋然性と信頼性 蓋然性の削除
(c)測定 最善の見積り 期末において負債を決済するため
に、又は負債を第三者に移転するた
めに企業が合理的に支払う金額
まず、(a)対象項目について、引当金に限らず、IAS 第 32 号「金融商品：開示及
び表示」に示されている金融負債以外を「非金融負債」と呼び、IAS 第 37 号の適
用対象とする提案がなされた。また、認識要件について、蓋然性規準を削除する提
案がなされ、負債の定義を満たすものはその発生の可能性に関わらず負債として計
上されることになる。そのため、IAS 第 37 号で定義されていた「偶発負債」とい
う用語も削除されることになる。これは、「(1)条件が満たされたときに履行の義務
を負う債務(無条件の債務)と、(2)履行の条件となる将来の不確実な事象との 2 つの
部分に分解し、会計上は(1)の債務に基づく現在に債務を認識する59」という主張で
ある。「(2)の要素は認識そのものには影響せず、その生起確率が認識された負債の
測定に影響するというのである。蓋然性要件は適用されず、(1)の無条件債務(待機
中の債務)の履行に伴って将来に流出する経済的便益の金額を、(2)の条件が生起す
る確率とあわせて加重平均した期待値で測定する60」ことになることから、(1)の要
素はすべて計上されることになるのである。
さらに、(c)測定に関しては、IAS 第 37 号における「最善の見積り」が実務上、
不明確であることから、企業ごとにその測定値が異なり財務諸表の比較を困難にし
ていると指摘されたことを受け、「最善の見積り」という用語を削除し、「期末に
おいて負債を決済するために、又は負債を第三者に移転するために企業が合理的に
支払う金額」とする提案がなされた。
③ 2010 年再公開草案
しかし、(c)測定に関する以上の提案も、「決済」とは解約なのか履行なのか、決
59 斎藤(2013)
60 斎藤(2013)
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済する金額と移転する金額とが異なる場合、いずれの金額で測定するのか等の依然
として不明瞭であるとのコメントを受け、測定面の問題に限定して、2010 年に再公
開草案「IAS 第 37 号における負債の測定」(2010 年再 ED)を公表した。そこでは、
「現在の債務から解放されるために、期末に企業が合理的に支払うであろう金額に
よって負債を測定しなければならない」(36A 項)としている。なお、「債務から解
放されるために企業が合理的に支払うであろう金額」とは、以下のうちで最も低い
金額である(36B 項)。
(a)義務の履行に必要な資源の現在価値61
(b)義務を解約するために支払わなければならない金額
(c)第三者に義務を移転するために支払わなければならない金額
しかし、解約や移転ができないこともあり得ることから、より低い金額による義
務の解約や移転ができるという証拠がない場合には、その義務を履行するために必
要な資源の現在価値によって負債を測定しなければならないとしている(36C 項)。
④ 徳賀(2012)の検討
これらの提案を見る限りにおいては、期末日時点の割引現在価値を用いて評価す
ることが求められていることから、非金融負債の公正価値評価の可能性が検討され
ているとの見解についてはそういった方向にあるといえるかもしれない。
ただし、徳賀(2012)自身が指摘するように、IASB の提案は純資産価値モデルと
は必ずしも整合する処理にはならないという。純資産価値モデルへの接近を行うと
すれば、資産も負債も DCF(Discounted Cash Flow)でオンバランスされなければな
らない。この点、現行の IAS37 号に基づく会計実務は、徳賀(2012)と同じ問題意識
を共有する徳賀(2011)によると、非金融負債の計上額は、製品やサービスの将来に
おける提供に対する契約時点の現金受領額であり、将来のキャッシュ・アウトフロ
ーの金額ではない。この製品の販売やサービスの提供によって当該企業が利益を上
61 キャッシュ・アウトフローの見積額として、「義務が支払いによって決済」される場合は、
①相手方への支払額と②それに関連する原価(外部の弁護士費用や企業内の法律部門に係る原
価等)が含まれる(B7 項)。また、「義務がサービスを提供することにより履行」される場合は、
市場が存在すれば自らに代わってサービスを引き受ける業者がその遂行にあたって請求する
と企業が見積もる金額となり、市場が存在しなければ、そのサービスの提供のために企業が他
の企業に請求すると見積もる金額になる。その際、後者の金額には、発生させると予測される
原価と利益マージンを含める(B8 項)。
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げている限り、契約時点の現金受領額は、①義務とされる製品の製作やサービス提
供のコスト、②資本コスト、および③「のれん」の実現部分の再ストック化部分の
合計額であり、将来キャッシュ・アウトフローの現在価値ではない。純資産価値モ
デルに基づいて、負債の評価額を将来キャッシュ・アウトフローの現在価値総額(ま
たはその推定値)とすると、現金の受領額から③のれんの実現部分の再ストック化を
控除する必要がある。
先に示したように(脚注 62 参照)、将来サービスを提供する義務を評価する場合に
は、サービスの提供を自らに代わって引き受けてもらうために、企業が期末日に引
受先に対して支払うと予想される金額を採用するとしており、その場合、競争的な
市場での価額(サービス提供コスト+市場平均資本コスト)での評価が求められる。こ
の評価額は、現金受領額からのれんの実現部分を差し引いた金額となっている。こ
の点、純資産価値モデルと整合のとれた提案のように見えるが、報告企業のサービ
ス提供コストの現在価値(報告企業に固有の将来キャッシュ・アウトフローの現在価
値)が示されているわけではない点で純資産価値モデルとは整合的でない提案とな
っているとしている。
ここで留意すべきは、徳賀(2012)において、「非金融負債の公正価値評価(検討中)」
として念頭に置かれているのは、製品やサービスを将来において提供する義務を意
味している前受金に関してであるように伺える点である。現在のところ、将来キャ
ッシュフロー(の現在価値)による評価は、資産除去債務62や引当金に対する要請にと
どまっている。それが、前受金のような製品やサービスを提供する義務に関して公
正価値評価が適用されれば、純資産価値モデルに近づいていくことになる。なぜな
らば、非金融負債の評価は、将来の製造またはサービスの提供コスト(将来キャッシ
ュ・アウトフロー)を推定しなければならず、自己創設のれんの評価と相通じるもの
があるからであるという63。
現行の IAS 第 37 号は、引当金を取扱っているが、公開草案の提案によると、金
融負債以外の負債一般に適用範囲が広がることとなる。それには、前受金や前受収
62 「公正価値会計を要求する基準であっても、その評価が個別の評価数値の情報価値を意識し
ているものなのか、それとも、企業の経済価値に連動するものとして意識されているのかの区
別は困難である」(徳賀[2011])が、この場合、前者にたっていると考えられる。
63 徳賀（2011）
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益も含まれることになる64。ただし、斎藤(2013)では「前受金のような財・サービ
スを引渡す義務も含まれるが、それについてわざわざ取り上げるほどの論点を見当
たらない」と指摘している。現行の IAS 第 37 号においても、現在価値を用いる場
面を、貨幣の時間価値の影響が重要な場合に求めている。公開草案においても、す
べてに現在価値評価を求めるのではなく、非金融負債を将来キャッシュ・フローの
予測を含む見積法を使用して評価する場合に現在価値への割引計算を行うことを提
案している。前受金がこのような「将来キャッシュ・フローの予測を含む見積法を
使用して評価する場合」に該当するのかは定かではないが、おそらく引当金のよう
な不確定の義務についての適用を想定しているものと考えられる。
また後の議論を先取りすることになるが、2013 年概念フレームワークにおいて、
自らがサービスを履行することによって負債を決済する場合には、原価ベースでの
測定が適切であるという提案がなされているところである。これらを総括すると、
徳賀(2012)のいう非金融負債への公正価値評価の導入の方向には至らないというこ
とが考えられる。
第２項 自己創設のれんの観点から－概念フレームワークからの考察
第 1 項では、徳賀(2012)の指摘する IFRS の個別の基準に対して批判的な検討を行っ
た。具体的な基準レベルにおいて明確に自己創設のれんの計上が否定されているところ、
それに反して自己創設のれんの計上に傾斜していくという純資産価値モデルへの移行
は考え難いというのが一定の結論であった。
ただし、将来の基準設定の指針となり得る概念フレームワークを検討することなしに
結論付けることはやや早計でないかといえることから、概念フレームワークにおける基
本的な考え方を検討することを通じてこれまで得た考えを検討する。
(1) 資産負債アプローチ
その検証にあたっては、まず、資産負債アプローチの考え方の整理を行う。第 3
章で述べたところではあるが、自己創設のれんは、貸借対照表上に認識される項目
を公正価値で測定したときに(自己創設のれんのすべてではないかもしれないが)オ
ンバランスされることになる。しばしば IFRS においては、「資産負債アプローチ」
を採用していることから、資産や負債それ自体の価値をあらわそうと公正価値評価
64 企業会計基準委員会(2009)
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を指向しているのだと解釈されることがある。つまり、「資産負債アプローチ」を
採用しているのだから、貸借対照表においてはその時点の価値が示されるべきであ
り、その結果として自己創設のれんが計上されるといった思い込みがあるのではな
いかと考えられる。そこで、「資産負債アプローチ」に対する定義の曖昧さからこ
のような議論が生じると推察されることから、多義的に用いられる「資産負債アプ
ローチ」についての整理を行っておく必要があると考えた。
一般的に、「資産負債アプローチ」という用語は、2 つの意味をもつとされてい
る。ひとつは、貸借対照表に記載される不適格な項目を制限するという意味で、資
産・負債を厳格に定義づけるといった定義レベルでの資産負債アプローチである。
いまひとつは、情報価値の観点から、価値評価のためにそれを測定と結びつけて用
いられるといった測定レベルでの資産負債アプローチである。
① 定義レベルの資産負債アプローチ
そもそも資産負債アプローチという用語が注目されるようになったのは、1976
年のことであった。それは、アメリカの会計基準設定主体であるFASBが公表した、
FASB Discussion Memorandum, An Analysis of Issues Related to Conceptual
Framework for Financial Accounting and Reporting：Elements of Financial
Statements and Their Measurement (FASB（1976）)によって示されたことによ
るものである。
この中で、利益に対する 2 つの見方65として、(1)1 期間における企業の正味資産
ないし資本の増減額としての利益と(2)1 期間における企業の収益･費用の差額とし
ての利益を示している。そのうち前者(1)の見方を支持する論者によって資産負債ア
プローチ、後者(2)を支持する論者によって収益費用アプローチという会計観が主張
された。
具体的には、(1)の見方を支持する論者たちは、「利益を、資産･負債の増減額に
基づいて定義66」しており、その鍵概念となる資産は「企業の経済的資源の財務的
表現67」、負債は「将来他の実体(個人を含む)に資源を引渡す義務の財務的表現68」
と定義されている。 また、利益を正の要素と負の要素に分類し、前者に該当する
65 FASB(1976),para.30
66 FASB(1976),para.34
67 FASB(1976),para.34
68 FASB(1976),para.34
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収益を「当該期間における資産の増加および負債の減少69」、後者に該当する費用
を「当該期間における資産の減少および負債の増加70」としている。このように、
利益を資産･負債という鍵概念に基づいて定義していることから、その基本的な測定
プロセスも「資産・負債の属性およびそれらの変動を測定すること71」となる。資
産･負債を厳格に定義づけ、その変動によって利益を測定することから、資産負債ア
プローチにおける利益は従属変数という用語であらわされる。
これに対して、(2)の見方を支持する論者たちは、「利益を 1 期間の収益と費用の
差額に基づいて定義72」し、その鍵概念となる収益･費用は「企業の収益稼得活動か
らのアウトプットと当該活動へのインプットとの財務的表現73」と定義されている。
そのため「収益･費用の測定、ならびに一期間における努力(費用)と成果(収益)とを
関連づけるための収益・費用認識の時点決定74」が、基本的な測定プロセスとなる。
したがって、資産･負債の測定は、上記の基本的な測定プロセスによって規定される
ことから、貸借対照表には、「企業の経済的資源を表わさない項目、あるいは他の
実体に資源を引渡す義務を表わさない項目が、資産・負債75」として認識されるこ
とがある。
このように、資産負債アプローチと収益費用アプローチの相違は、「計算擬制的
項目の貸借対照表への記載を認めるか否かの相違にあるのであって[･･･]その論理
的含意はそれ以上でも以下でもない76」という解釈ができる。つまり、収益費用ア
プローチによると、貸借対照表上に計算擬制項目が乱立するという弊害があること
から、この問題を解消しようとしてでてきたのが、資産負債アプローチであるとい
うことができる。
この点は、①資産負債アプローチの支持者たちの多くが、「利益計算書における
情報のほうが、財政状態表における情報よりも、投資者および債権者にとってより
有用であろう77」といった収益費用アプローチの支持者たちの主張に同意している
69 FASB(1976),para.34
70 FASB(1976),para.34
71 FASB(1976),para.34
72 FASB(1976),para.38
73 FASB(1976),para.38
74 FASB(1976),para.39
75 FASB(1976),para.42
76 平松･辻山(2014)
77 FASB(1976),para.45
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といったことや、②いずれのアプローチにおいてもある特定の測定基準と結びつく
わけではなく、むしろ「いくつかの異なった属性の測定と両立する78」ことが念頭
におかれていることからも裏付けることができると考えられる。
米国では、FASB（1976）での議論を経て、資産負債アプローチを採用するに至
った。それは、資産・負債を先に定義しており、財務諸表の構成要素の中でも資産・
負債が強調されていることによっている点から明らかである。このような概念的な
組み立ては、FASB の概念フレームワークに限らず、IASB の概念フレームワーク
や ASBJ 討議資料についても同様の形をとっている。
② 測定レベルの資産負債アプローチ
秋葉(2014a)によると、このようにもともと定義レベルで用いられていた資産負債
アプローチが、それを超えて測定のレベルで用いられることがあるという。前述し
たとおり、資産負債アプローチの用いられ方には二面性があり、①定義レベルで用
いられるという「いわば基本概念の組み立て方にかかわる局面79」と②測定にまで
踏み込む、つまり「(資産･負債と利益、)どちらが情報として有用なのかという、投
資家からみた情報価値にかかわる問題80」であった。そのうちの②がここでの議論
である。
先の①定義レベルでは、評価や測定の問題とは切り離して議論がなされていた。
しかし、近年、評価や測定と結びつけて資産負債アプローチをとらえるような傾向
がみられるようになったことから、全面公正価値評価への指向といった議論がでて
くるものと思われる。このように、資産負債アプローチと一言でいってもその用い
られ方で性質が異なることに留意する必要がある。つまり、資産負債アプローチを
採用しているから、資産･負債を重視しており、その評価を示すために公正価値で測
定するのだという議論には一義的には決まらないということである。
(2) IASB 概念フレームワーク
① 財務報告の目的
以上、資産負債アプローチについての考え方を整理したところである。そこでは、
その用語の多義性から、誤解を生んでいる可能性かある点について言及した。資産
78 FASB(1976),para.47
79 斎藤(2013)
80 斎藤(2013
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負債アプローチの採用をもって、資産･負債の評価を重視するということには必ずし
もならないということであった。
この点を、企業会計の基礎にある前提や概念を体系化したものと考えられている
IASB 概念フレームワークに基づいて検討することも意義のあることであると思わ
れる。なぜならば、資産･負債の評価を重視することになれば、一貫してそのような
主張を概念フレームワークの中に見出すことができると考えられるからである。そ
のため、以下では IASB の公表する概念フレームワークについて検討していくこと
とする。
図表 9
財務報告の目的
一般目的財務報告の目的は、財務諸表利用者(現在の及び潜在的な投資者、融資者及び他
の債権者)が企業への資源の提供に関する意思決定を行う際に有用な報告企業に関する
財務情報を提供することである(OB2 項)。
情報ニーズ
主たる利用者は、企業への将来の正味キャッシュ・インフローの見通しを評価するのに
役立つ情報を必要としている。
有用と考えられる情報
企業の資源 企業に対する請求権
資源及び請求権の
変動
効果的かつ効率的な
資源の使用
財政状態
経済的資源や請求権を変動させる取引その
他の事象の影響についての情報(財務業績)
財務情報が有用であるために備えるべき
目的適合性 表現の忠実性
比較可能 検証可能 適時性 理解可能
IASB は、その目的を概念フレームワークにおいて、「一般目的財務報告の目的
は、財務諸表利用者(現在の及び潜在的な投資者、融資者及び他の債権者)が企業へ
の資源の提供に関する意思決定を行う際に有用な報告企業に関する財務情報を提供
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することである」(OB2 項)としている。主たる財務諸表利用者の意思決定は、期待
される投資からのリターンや元利の支払にかかってくるとしており、それらの期待
は、企業にもたらされる将来の正味キャッシュ・インフローの金額、時期、不確実
性の評価にかかってくる。そのため、意思決定をするために財務諸表利用者は、企
業への将来の正味キャッシュ・インフローの見通しを評価するのに役立つ情報を必
要としている。つまり、企業価値を見積もるために役立つ情報を提供することが財
務報告の目的としてかかげられているのである(OB7 項)。
このような意思決定に有用なインプットとして、「財政状態に関する情報」や「経
済的資源及び請求権を変動させる取引その他の事象に関する情報」(OB12 項)の両
方があげられている。これは、「報告企業が、経済的資源や請求権を識別し測定す
ることなく財務業績の情報を適切に提供することはできないため、財務報告の主要
な関心として 1 種類だけの情報を示すことは適当でないとしている」。ここからは、
財政状態についての情報と財務業績についての情報は、並列的に取り扱われている
といえるであろう。このように、秋葉(2014a)は、「書かれている IASB の概念フレ
ームワークでは、より資産負債を重視しているわけではない」とし、「IASB 概念
フレームワークにおいても、会計利益モデルを否定しているわけではなく、むしろ
それを示唆していることが期待できる81」と評している。
また、財務報告の目的のもと、財務情報が有用であるためには、目的適合性があ
り、かつ、表現しようとするものを忠実に表現しなければならないとする質的特性82
を上げている。基本的な質的特性の１つである目的適合性のある情報は、利用者の
行う意思決定に違いをもたらし得るとして、①予測価値、②確認価値が含まれる83と
している。①につき、財務情報は、利用者が将来の結果を予測するプロセスにおい
てインプットとして用いられる場合に予測価値があるとされ、②について、財務情
報は、過去の評価についてフィードバックをもたらす(確認または改訂する)場合に
は、確認価値があるとされる。ここで、①で想定されるのは、「利用者が、資産や
負債などの価値に基づいて直接的に将来の予測を得るのではなく、実績を示す会計
情報を用いて、利用者が自ら予測を行うという会計モデル84」でるということがで
81 秋葉（2014b）
82 その有用性は、比較可能性で、理解可能で、適時で、理解可能であれば、補強される。
83 予測価値、確認価値、またはその両方を有する場合に、意思決定に違いをもたらす。
84 秋葉（2014b）
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きる。
以上から、IASB 概念フレームワークにおいては、会計利益モデルに基づいて、
利用者が会計情報を用いて、企業価値の推定を行うといったことが前提となってい
ると考えられる。そうであるにもかかわらず、「IFRS が資産負債を重視し公正価
値を追求しているとすれば、それは、書かれている概念フレームワークにおいて、
基本的な考え方の全貌が示されているわけではないということになるかもしれない」
と懸念し、そうであるならば「書かれていない基本的な考え方が共有されていない
中で、IFRS が開発されていく可能性がある」ため、「どのようにして投資者の意
思決定に有用な情報を提供しようとしているのかを見極めることが必要」であると
秋葉(2014a)は述べている。
② 2010 年改訂の質的特徴
IASB 概念フレームワークでは、2010 年の改訂によって、従来の「信頼性」に代
えて「忠実な表現」が基本的な特性として位置づけられることとなった。こうした
改訂は、藤井（2014）によれば、従来の「信頼性」の遵守が歴史的原価情報の優位
性の主張に繋がるといった解釈の余地を排除するための措置であったと主張してい
る。それを突き詰めるならば、「経済的実質の忠実な表現を得るために、公正価値
測定を原則的測定として要請する会計観となっている」とまで述べている。こうし
た見方は、先の資産負債アプローチでの議論の②測定レベルでの資産負債アプロー
チと親和性をもつと考えられる。
ただし、同じ IASB 概念フレームワークの中に、第３章第２節第１項で示したよ
うに、「一般目的報告書は、報告企業の価値を示すようには設計されていない」(OB7
項)と明記されているところである。また、IASB の概念フレームワーク上、多様な
測定値が並列的に示されていても、過去の基準開発の動きをみると、秋葉(2014)が
指摘するように、「金融商品の全面公正価値評価をはじめ、各プロジェクトにおい
て、公正価値またはそれに近い現在価値測定の主張も見受けられた」といったケー
スもある。このため、一見すると自己創設のれんの計上を否定するようにみえても、
自己創設のれんが意思決定に関連があり、それが忠実に表現されるならばオンバラ
ンスされるとの懸念も示されている。このように、概念フレームワークに「何が書
かれているかも重要であるが、これまでの IASB における基準開発の状況に照らせ
ば、背後にある考え方も含めて、いかに運用するかによって、影響は異なってくる
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と考えられる85」ようである。
このような背後にある考え方も含めた運用面まで考慮すれば、徳賀（2012）のよ
うな純資産価値モデルへの移行もそれなりの説得性を持つようにも思える。現在も
概念フレームワークについては、改訂作業が続いており新たな概念基礎を構築しよ
うとしているのかもしれない。この点に関して、2013 年概念フレームワーク DP で
は、その公表の経緯の 1 つに「現行の｢概念フレームワーク｣の一部の側面は、時代
遅れになっており、IASB の現在の考え方を反映できていない」ことが示されてい
るため、2013 年概念フレームワーク DP を検討することは IASB の現在の考えを理
解するのに参考になるものと思われる。
③ 2013 年概念フレームワーク DP
2013 年概念フレームワーク DP においては、測定に関する議論も行っている86。
その議論の出発点は、現行の概念フレームワークにおいては、どのような場合に特
定の測定を用いるべきかに関する具体的な指針が示されていないという認識からで
あった。そこで、図表 10 のようなガイダンスの指針に沿って、IASB の見解を示し
ている。
図表 10
測定に関するガイダンスの方針
(a)財務報告の目的・質的特性が、測定にどのような影響を与えるのかを記述。
(b)測定を、①原価ベースの測定，②現在市場価格(公正価値を含む)、③他のキャッシュ・
フローを基礎とした測定とに区分して議論。
(c)適切な測定を識別する方法の議論。
(d)他のキャッシュ・フローを基礎とした測定をより詳細に記述。
IASB(2013)より作成
図表 11
測定に関する IASB の予備的見解
(a)測定の目的：以下のことに関する目的適合性のある情報を忠実に表現することであ
85 秋葉(2014a)
86 本 DP においては、「財務諸表の構成要素」，「資産及び負債の定義を補助するための追加的
なガイダンス」，「認識及び認識の中止」，「持分の定義及び負債要素と持分要素の区別」，「測定」，
「表示及び開示」，「包括利益計算書における表示」，「その他の論点」についてそれぞれ提案を
行っている。
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る。
(ⅰ)企業の資源、企業に対する請求権、及び資源と請求権の変動(財政状態)
(ⅱ)企業の経営者及び統治機構が企業の資源を使用する責任をどれだけ効率的かつ効果
的に果たしたのか(財務業績)
(b)資産・負債についての単一の測定基礎は、財務諸表利用者にとって最も目的適合性の
高い情報を提供しない場合がある。
(c)特定の項目についてどの測定を使用するかの選択は、当該測定が、財政状態計算書及
び純損益及びその他の包括利益の計算書の両方においてそのような情報を生み出すか
を考慮すべきである。
(d)特定の測定の目的適合性は、投資意思決定者が、資産・負債がどのように将来キャッ
シュ・フローに寄与するかについてどのように評価する可能性が高いかに応じて決ま
る。
そのため、
(ⅰ)個々の資産について、当該資産がどのように将来キャッシュ・フローに寄与するの
かに応じて決めるべきである。
(ⅱ)個々の負債について、企業が当該負債をどのように決済又は履行するのかに応じて
決めるべきである。
(e)測定の数は、必要な最小限の数とすべきである。これは、目的適合性のある情報を提
供するためである。
(f)特定の測定の便益は、コストを正当化するのに十分なものであることが必要である。
IASB(2013)をもとに作成
まず、2013 年概念フレームワーク DP における特徴としては、財務報告の目的と
の関連を強く意識した記述が見受けられる点があげられる。ガイダンスの方針とし
ても、一番初めに掲げていることからもいえるであろう。このような財務報告の目
的との観点から、測定についての議論が行われていることから、「目的適合性の高
い情報の提供」を一貫して主張されている。
それは、単一の測定基礎を使用して、全面的に適用するという考え方ではなく、
混合会計を基礎においている姿勢を導くものでもある。IASB の議論の過程におい
ては、すべての資産・負債を同一の測定基礎で測定することもできるとしてはいた
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が、目的適合性の観点から、原価なり現在市場価格なりで統一することは適さない
という評価を下している。このように、異なる測定基礎に基づく点は、従来の概念
フレームワークと同様であるということができるが、単に測定基礎の羅列ではなく、
財務報告の目的から導いているところに、2013 年概念フレームワーク DP の意義が
あるものと考えられる。
その目的との結びつきについてであるが、IASB は将来キャッシュ・フローとの
関係において資産・負債の測定を捉えているようである。そのアウトラインは図表
7(d)で示したとおり、資産については、どのように将来キャッシュ・フローに寄与
するのか、負債については、どのように決済又は履行するのかに応じて決定すべき
との考えを示している。
具体的な将来キャッシュ・フローとの関連について、資産については、以下の４
つの例示があげられている(6.74)。
(a)収益を生み出すために事業活動において使用
(b)売却
(c)条件に従った回収のために保有
(d)使用する権利について他者に請求
資産の事後測定について、(a)のような場合は、将来キャッシュ・フローに間接的
に寄与することから、現在市場価格で測定することは、必ずしも当該資産が生み出
すキャッシュ・フローに関する最善の情報を提供しないとしている。使用による資
産の将来キャッシュ・フローの見通しは、「取引、資産の消費、資産の減損及び負
債の履行に関する情報を用いて評価できる」(6.79)ため、原価ベースでの測定によ
る方が、現在市場価格による情報よりも目的適合性と理解可能性の高い収益・費用
を生じさせるとしている。
(b)のような売却を予定している資産は、直接にキャッシュ・フローを生み出すこ
とから、現在出口価格に目的適合性がある可能性が高いと評価している。このよう
に、「現在出口価格は売却を通じて実現される資産についての最も適切な測定値で
ある」(6.83)として、そこでは、(回収のための保有でない)金融商品に対する投資、
取引されているコモディティ(貴金属や穀物など)、売却予定の実物資産(棚卸資産以
外)を例示としている。
(c)のように、それを保有して契約上のキャッシュ・フローを回収するために保有
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しているもの(たとえば、貸付金、債券及び他の債権で、金利のようなリターンがあ
り、契約上のキャッシュ・フローの変動性が大きくないもの)については、原価ベー
スでの測定が目的適合性の高い情報を提供する。
(d)のようなキャッシュ・フローを生み出す方法として、リース、賃貸、フランチ
ャイズ契約、料金の請求等があげられている。これらは、原価ベースでの情報が目
的適合性が高い場合もあれば、現在市場価格に関する情報が目的適合性が高い場合
もあるとしている。
負債については、以下があげられている(6.99，6.101)。
(a)明示された条件のない負債(不法行為又は法令違反から生じる負債)の決済
(b)明示された条件のある負債
①条件に従った現金の支払又は他の資産の引渡しによる負債
②義務の他者への移転による負債
③サービスの履行又はサービスの履行のための他者への支払いによる負債)の決
済
負債の事後測定においても、資産と同様に、負債の性質及びその決済方法が、適
切な測定の識別に重要となると考えられている。(a)のような場合には、決済金額が
非常に不確実であり、保険契約や退職給付などの未だ決定されていない種類のもの
があることから、キャッシュ・フロー・ベースの測定が、最も適合可能性の高い情
報を提供するとしている。
(b)においては、原価ベースの測定と現在市場価格での測定が適合する場合がある。
そのうち、①、③については原価ベースが、②については現在市場価格が適合する
ことになる。①は、大部分が契約に依存しているため、回収のために保有される資
産と同様の性格をもつと考えられることから、原価ベースでの測定が、条件に従っ
て決済される負債について、目的適合性の高い情報を提供するとしている。③は、
原価ベースの測定は、将来マージンに関する予想を導きだすために利用されること
から、サービスに関する契約上の義務から生じる負債については、適切である可能
性が高いとしている。②については、債権者の同意を得るための交渉なしに第三者
へと移転できる負債はほとんどないことから、他の者に負債を引き受けるよう説得
する際に支払うであろう現金の見積もりとして、現在市場価格が最も目的適合性が
高い測定値ということができるとしている。
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IASB(2009)によれば、単一での測定基礎の使用が財務報告の目的を最善に達成し、
したがって財務諸表利用者に大きな利益を提供すると財務報告の多数の理論により
仮定または結論づけられてきた(ME3)と述べられている。このような考え方が IASB
においての基準開発の前提とされていたならば、2013 年概念フレームワーク DP は
こうした考え方とは距離をとった考え方が示されたことになると考えられる。
また、自己創設のれんの計上は、第３章第２節第１項のとおり、2013 年概念フレ
ームワーク DP は、財務報告の目的の観点により除くこととしている。
第３項 企業評価モデルの観点から
(1) 企業価値の評価モデル
秋葉（2014）の整理を参考にすると、「企業価値」には、「企業全体(総資本)の
価値」を指す場合と「株主価値」を指す場合とがあり、前者は企業の行った投資全
体の価値を、後者は株式時価総額を示すことになる。
株主資本の価値評価モデルとしては、①割引配当モデル（DDM）、②割引キャッ
シュフローモデル（DCFM）、③残余利益モデル（RIM）、④株主資本倍率モデル
があげられる。①から③のモデルは、フロー情報をインプット要素としたモデルで
あり、④はストック情報をインプットとしたモデルであるような形相を呈している。
前者については、その通りフローをインプット要素とするモデルということができ
る。しかし、後者の④株主資本倍率モデルは会計上の株主資本の金額に対していく
らかの係数を乗じることによって適正な企業価値を算定することとなるため、スト
ック情報が重要であるようにみえるが、他のモデルと同様に将来の期待利益に基づ
いて算定されるものと考えられる。このように、①から④のいずれのモデルにおい
ても、企業価値の算定に必要なのは、将来キャッシュ・フローや将来の利益という
フロー情報であるということができる。
理論的(無期限の予測)にはいずれのモデルを用いても同じ企業価値が算定される
ことになるが、現実的な有期限での予測においては、配当やフリーキャッシュフロ
ーの予測は極めて困難なようである。これに対して、将来の利益の予測については、
相対的に予想がしやすいと考えられている。それは、過去の利益情報に基づいて、
将来の成長性や変動要因を考慮して平均的な利益の予想がしやすいからであるとい
われる。会計上の利益情報は、過去の利益であるが、その時系列やこれまでに予測
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した利益の比較などを通じて将来の利益予測に役立つ情報を提供しているというこ
とができる。
これを、企業全体(総資本)に範囲を広げて捉えても原理は同じ事になると考えら
れる。「企業全体(総資本)の価値」を示す評価モデルとしては、①割引フリーキャ
ッシュフロー(FCF)モデル、②エンタープライズバリュー(EV)モデルがあげられる。
①割引フリーキャッシュフロー(FCF)モデルは、上記②割引キャッシュフローモデ
ル（DCFM）と②エンタープライズバリュー(EV)モデルは上記③残余利益モデル
（RIM）とそれぞれ対応しているモデルとして位置づけることができる。企業価値
評価のモデルとして、「株主価値」という観点と「企業全体（総資本）の価値」と
いう観点の 2 つのレベルでそれぞれのモデルである。これらの企業評価のモデルと
会計情報との接点を考える上で、特に会計情報との関連がわかりやすいと思われる
残余利益モデル（RIM）とエンタープライズバリュー(EV)モデルを念頭において、
以下では考察をしていきたい。
(2) 残余利益モデル（RIM）と会計情報
オールソンのクリーン･サープラス理論とも呼ばれるこの残余利益モデルは、以
下の式で示される。
株主価値=株主資本＋株主資本に対する将来の残余利益の割引現在価値合計
これは、前述の割引配当モデルをクリーンサープラス関係(期末株主資本＝期首株
主資本－配当＋利益)によって導出したものであるため等価の関係にあるものであ
る。
この等式を前提にすると、会計情報との関係は、右辺第 2 項における株主資本に
対する将来の残余利益の割引現在価値合計に求めることができそうである。つまり、
過去の会計利益という会計情報から将来の利益を予測し、資本コストを加味するこ
とで残余利益が算出され、それを割り引くことによってオフバランスである自己創
設のれん相当分の推定を行うことができるというわけである。ここで留意したいの
は、右辺第 1 項の株主資本、つまり資産･負債の公正価値測定を推し進めたとして
も、自己創設のれんも含めたすべての資産･負債をオンバランスしない限りそれが企
業価値を示すことにはならないことである。むしろここから言えることは、オンバ
ランスする資産･負債の項目を広げていくという発想よりも、右辺第 2 項における
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株主資本に対する将来の残余利益の割引現在価値合計の推定に役立つような利益
情報を提供することのほうが有益であるのではないかという点である87。
このように会計情報との接点を考えると、自己創設のれんの推定に寄与すること
にフォーカスされる。自己創設のれんについては、第 3 章においてその性格を明ら
かにしていたところである。そこでは、投資の性質に着目しており自己創設のれん
の生じるものを事業投資とし、自己創設のれんが生じないものを金融投資として分
類していた。このような分類による整理と企業評価モデルとの関係を示すと、残余
利益が生じるのは事業投資によるものということができるであろう。
(3) エンタープライズバリューと投資の性質に基づく測定区分
企業は、資金をある投資に投下して、より多くの資金を回収するというサイクル
を複数もっている。このように企業を「投資の束」として捉えることができる。そ
こではまた、事業投資と金融投資といった投資の性質によって分類することができ
るであろう。これまでの検討から明らかなように、のれん価値は事業投資からしか
生じ得ない。つまり、貸借対照表にオフバランスとなっている自己創設のれんの算
定には、事業投資に対する残余利益を推定することが重要になってくる。
先の残余利益モデルを、企業全体にまで引き伸ばしたエンタープライズバリュー
を前提にすると、
企業全体の価値88＝
金融投資の公正価値＋事業投資の残高＋事業投資に対する将来の残余利益の割
引現在価値合計
として求めることができる。このように投資の性質に分類した上で、企業の価値
を算定しようとすると、金融投資についてはのれん価値が存在しない/残余利益がゼ
ロであることからその時点の公正価値で評価すれば金融投資の価値を求めることが
できる。一方で、事業投資においては、オンバランスされている項目を公正価値で
評価するだけではその時点における価値にならない。なぜならば、そこにはオフバ
ランス項目である無形ののれん価値が存在するからである。そのため、事業投資に
87 川村(2011)参照。
88 企業価値＝総資本＋総資本に対する将来の残余利益の割引現在価値合計を置き換えたもの
である。
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対する残余利益を推定したうえでそれを割引計算した結果を加えなければ、事業投
資の価値を求めることはできないのでる。つまり、企業評価の観点からは、投資の
性質に区分することで、どの範囲に公正価値を適用すべきかが明らかになると考え
られる。
(4) 企業評価の観点からの小括
ここまで「会計の外」の議論とりわけファイナンスの分野における企業評価とい
う観点から、会計情報との接点を求めてきた。そこで得られた知見を今一度、ここ
で整理していくことにしたい。企業評価のモデルについては、いくつかあげられる
がそのいずれにおいてもそこで用いる情報は、会計情報、とりわけフローに基づい
た会計利益情報であった。この会計利益情報を用いて、企業価値の源泉である自己
創設ののれん価値の推定を行うことになる。
ここで、のれん価値を有するものの投資とのれん価値のない投資とに分類するこ
とで、自己創設ののれん価値を推定する対象を明確にしようという発想が生まれる。
このように投資の性質別に分類すると、時価=価値である金融投資については、そ
の時点における時価で評価をすればよいし、時価≠価値、つまりは、時価以上の価
値を有することを期待する事業投資については、自己創設のれんの推定が必要とい
うように投資の対象によって、異なる測定値を用いる必要性があることが理解でき
る。
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第５章 おわりに
第１節 これまでの議論の概略
本稿における問題意識は、IFRS においてパラダイム･シフトがみられるのか否かについ
て明らかにすることであったが、これまでの検討では、IFRS におけてパラダイム･シフト
はみられないと結論づけることができる。
徳賀（2012）においては、不完全ながらも純資産価値モデルへのパラダイム･シフトを
示唆しており、現在の混合会計はその過渡的なモデルであって「信頼性」の問題がクリア
されれば全面的に公正価値が適用され、フローである会計利益ではなく純資産というスト
ックの観点から意思決定を行うというモデルに転換されるということであった。その際、
自己創設のれんの計上の可否が判断規準として用いられており、その判断規準を満たすも
のとして、非金融資産の減損処理、無形資産の公正価値によるオンバランス、事業用資産
の公正価値評価、非金融負債の公正価値評価といった IFRS を取りあげて、純資産価値モ
デルへのパラダイム･シフトという結論付けがされていたところである。
以上の徳賀(2012)の見解を踏まえたうえで、2 つの側面から、それに対する批判的な検
討を行ってきた。まず、①概念フレームワークを含んだ IFRS 基準レベルでの検討（第４
章第２節第１項および(3)）、そして、②「会計の外」における企業評価の側面からの検討
（第４章第２節第３項）である。
①においては、自己創設のれんの計上を示唆するものとして徳賀(2012)で指摘されてい
た IFRS について、果たして自己創設のれんの計上を意図した処理が行われているのかに
ついて検討したうえで、こうした個別の会計基準を体系的に支える役割をもつ概念フレー
ムワークに立ち返り、上位概念のレベルで自己創設のれんの計上を指向しているのかどう
かについても検討を加えた。
その中で、IASB は概念フレームワークに従った基準開発が必ずしも行われておらず、
むしろ書かれている概念フレームワークとは異なる考え方に基づいて基準開発が行われて
いる可能性があることを指摘した。こうした背景には、もはや概念フレームワークにおけ
る考え方自体が IASB の意図する方向とそぐわないということも考えられた。2013 年概念
フレームワーク DP が公表されたのもこのような経緯によるとこともあった。しかし、予
期される潮流(パラダイム･シフトに向かった概念の構築)とは反対に、財務報告の目的の観
点から自己創設のれんの計上を排除し、測定においても単一の測定基礎に基づくのではな
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く、財務報告の目的との関係を強く意識した混合会計を提案しており、会計利益モデルの
枠内にとどまるものと捉えることができる。
1960 年代以降、情報アプローチとして会計の外での学問、とりわけ経済学やファイナン
スの発達などにより、企業会計においては、投資家の視点から有用な情報を提供するよう
な会計目的に転換し、もはや企業会計もミクロ経済の一分野となりつつあるという。こう
した進展によって、会計基準設定主体においてもこうした考え方が取り入れられ、概念フ
レームワークにおいて財務報告の目的として掲げられている。
そのため、②の観点からは、ファイナンスで用いられる企業評価の手法を参照すること
によって企業会計を捉えることにした。企業価値評価モデルのなかでも、会計情報との関
係がわかりやすい残余利益モデルを念頭において、会計情報と企業評価との関係について
の考察を行った。そこでは、いずれのモデルによるにしても、フローによる会計利益情報
がそのインプット情報として利用されることになる。また、企業価値の源泉となるのれん
価値についての推定は、投資の性質を考慮すると、事業投資のみあてはまり、金融投資に
ついてはその時の時価を付せばよいということになった。このように、投資の性格に応じ
て、測定を使い分けることが企業評価には役立つというインプリケーションが得られた。
このように 2 つの側面から検討した結果、IFRS の基準レベルにおいて自己創設のれん
を計上するという指向がみられなかったこと、そして、企業価値評価という観点から望ま
しいモデルとして考えたときに、フローとしての会計情報が有用な情報として機能してい
ることから、本稿では、会計思考におけるパラダイム･シフトはしていない、少なくともパ
ラダイム･シフトする方向にないと結論付けた。
第２節 今後の展望
IASB は、2012 年 9 月以降、単独で概念フレームワークのプロジェクトを進めている。
これまでいくつかのフェーズに分けて議論がされてきていたが、今後は一括して審議を行
っていくという方針を採っている。その際は、財務報告の目的をいかに達成するかに主眼
が置かれており、それが認識や測定にまでも制約を加え、体系だった概念フレームワーク
を提示しようとしていると考えられる。この概念フレームワークのプロジェクトは、2015
年までの完成を目指すということで、道半ばの状態にあるといえる。これまでは、概念フ
レームワークにおいて、価値評価思考を示し、自己創設のれんの計上を進めていくといっ
た記述は見られなかったにしろ、基準設定の局面における運用面については、些かミスマ
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ッチが生じていると指摘されることもあった。それは、時代の変化が概念フレームワーク
を陳腐化させているのだという見方もあるのであろう。ただし、IASB の考え方が概念フ
レームワークに示されていない中で、場当たり的な基準開発が行われていたのだとしたな
らば、IASB 自身が基準開発の混迷を深めていることも、それをコンバージェンスのター
ゲットとしている我が国においては右往左往しているように見える現状も納得することが
できる。
2013 年概念フレームワーク DP の公表により、そこでは、IASB の関係者以外が、現行
の基準を理解し解釈する際に役立つ可能性を示唆している。そのためにも、IASB の基本
思考が示され、そのもとで基準開発が行われることが望まれる。そこで、今後示されるべ
きあるべき状況について検討していきたい。それは、意思決定有用性アプローチのもとに
おいて、どのようにその目的を達成していくのかということである。
これまでの概要で整理したように、企業評価との関係で会計情報を捉えた場合、そこで
は、投資の性質による分類が効果的であった。このように、投資の性質別、つまり、自己
創設のれんの推定という観点からの考え方を取り入れて整理しているのが、我が国におけ
る ASBJ 討議資料であるということができる。ASBJ 討議資料においても、投資者の意思
決定に有用な情報を提供するという目的が掲げられている。そのような意思決定において
は、企業価値の基礎となる将来キャッシュ・フローの予測が必要となることが想定される。
その予測のためには、基本的に過去の成果を表わすものの、企業の投資の成果を示す利益
の情報が広く用いられているとしている。ASBJ 討議資料における議論も基本的には、
IASB の概念フレームワークと同様の考え方において成り立つものと考えられる。また、
秋葉(2014b)によると、ASBJ 討議資料においては、利益情報を中心とした体系を組み立て
いるが、同じ会計利益モデルという枠内に位置づけられるとすれば、両者は同じ考え方の
もとで目的の達成に寄与しようとしていると考えることができるとしている。
財務報告の目的と質的特性に適う会計情報を生み出すためには、投資家の意思決定がど
のようなものであって、どのような情報内容が求められているのかを考えなければならな
い。その点、ASBJ 討議資料においては、斎藤（2013）で指摘されるように「将来の不確
実なキャッシュフローを期待して自己の資金をリスクにさらす投資家が、投資機会の選択
やその継続ないし清算にあたって、事前の期待を事後の実績と比較しながらその後の将来
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に対する期待を見直していく過程に着目89」しており、そこで使われるのが、将来キャッ
シュ・フローに対する事前の期待が事実として確定したものかどうかに関する情報である
との考え方に基づいている。それは、投資あたってどのような成果を期待しているのかに
よって、実績をどのように測るかが制約されることになる。このように、会計数値には、
企業の投資活動と経験的に意味のある関連をもつ必要があるのである。
ここに、投資の活動として、企業の投資を事業投資と金融投資に分類することが念頭に
置かれている。事業投資は、事業活動を通して、成果を得ることを目的とした投資であり、
また、金融投資は、事業の目的に拘束されず、もっぱら保有資産の値上がりによって利益
を獲得することを目的とした投資である。事業投資であれば、「事業に投下した資金が事
業活動を通じて商品や製品に転換され、やがて外部との取引を通じてそれらが現金や現金
請求権という形で結実したとき、投資の成果が達成された90」ものと考えられる。事業投
資の目的が「当該投資を通じて資金をリスクに晒す代わりに、より大きいキャッシュを生
み出す」ことにあることから、外部の取引を通じて独立した他の資産を獲得したとみなす
ことができるときに、投資の成果が達成されたとみて、獲得した対価の測定値が、リスク
から解放された投資の成果となる。
一方、金融投資であれば、その目的が市場における有利な価格変動を期待した資金の運
用にあることから、その市場における価値の変動それ自体が期待に見合う事実として、リ
スクから解放された投資の成果に該当することになる。このようにして、財務報告の目的
を達成するためには、投資にあたって事前に期待した成果が事実として確定したことを「投
資のリスクからの解放91」という概念で整理して「利益の意味」を明らかにするとともに、
資産・負債に関しては、各種の測定値が企業の投資とどのような関連を持つかに着目して
多様な測定値が求められるという考えが基礎にある。
このような考え方は、IASB(2013)においてもみられた。第 4 章で示したように、そこで
は、将来のキャッシュ・フローとの関係で測定値を捉えており、ASBJ 討議資料の考え方
に近い提案がなされていた。
この提案が企業価値評価に依拠した概念の構築を目指しているかどうかは定かでない
としても、IASB の提案のなかには財務報告の目的との関連を意識したものになっている
89 斎藤（2013）
90 辻山（2007）
91 辻山（2007）
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ため、投資家の意思決定行動を突き詰めるならば、我が国で考えられているものと同様の
方向に収斂されていくものと考えられる。このように、「会計の外」から得られた企業評
価の視点からのインプリケーションを参照することは、財務報告の目的、つまり会計情報
と企業評価の接点を求める意味で意義のあることであると考えられる。このような整理に
基づけば、金融商品の全面公正価値の適用をはじめ、すべての項目に全面的に公正価値を
適用していこうとする議論に歯止めがかかるものと思われ、金融商品でも非金融商品でも、
金融投資の観点からの公正価値の適用にとどまるであろう。つまりは、配分の思考から評
価思考へのパラダイム・シフトとはいえないということになる。
ただし、金融投資についての時価評価については、配分思考とは整合しないようにも思
える。いうならば、その時点の価値を示そうとするものだからである。この点、斎藤(2013)
によれば、資産を償却後の原価で繰り越すのが典型的な期間配分だが、期末ごとに時価で
評価替えしていくのも、評価差額がいずれかの期間の利益とされる限りコスト配分の代替
的なスケジュールになるという。つまり、市場価格が価値の指標とみられる金融投資につ
いては、継続的な時価評価が投資成果を期間配分する手法としても合理性を期待されたと
みることができるとしている。このように、原価に基づく費用の配分は、企業に投下して
いる資金を各期の収益によって回収していくプロセスだが、それは歴史的原価による資産
評価だけでなく、たとえば時価による継続的な評価替えとも両立可能ということになり、
それは、配分と評価といった 2 つの枠組みを、投資の性質に合わせながら両立させる考え
方にもつながっていくという。
そのように現行の企業会計の枠組みを捉えるならば、「キャッシュフローの期間配分に
よる利益測定の枠組みは、原則的に承継されている92」ことになり、むしろ、「期間配分
のスケジュールを、資産の継続的な評価替えと、価値の評価からは独立した規則的な配分
との、どちらに依拠させるのかが争われているといってもよい93」と考えられる。そこで
は、「利益の測定をバランスシート上での認識と評価に還元する考え方と、それとは独立
したキャッシュフローの期間配分に委ねる枠組みとの、交代というよりは新たな関係が模
索94」されている。
近年、いわれているような全面公正価値会計といった議論については、資産・負債から
92 斎藤（2013）
93 斎藤（2013）
94 斎藤（2013）
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定義を行って、計算擬制項目の排除を行ってきた資産負債アプローチを、表面上の美しい
体系を目指して、原価か時価かの一方を排除して単一の測定値で整えようとしていたもの
と考えられる95が、それは、斎藤（2013）によれば「価値かコストか」の選択は、「時価
か原価か」の選択からはでてこないという基礎概念の体系性を欠いた結果であるとしてい
る。時価評価が導入されたのも、そうした価値思考の混入というよりは、「情報のレリバ
ンスを回復できると期待される局面に公正価値を採り入れる96」という試みといえるのか
もしれない。
このように、「リスクの評価におけるバランスシートの役割に従来以上の期待が寄せら
れているとしても、それが投資情報としての利益に優越したり、取って代わったりするも
のではな97」いわけであることから、財務報告の目的を達成しようとするならば、「意思
決定有用性に関する知見が会計の測定構造に具体的にどのように結びつきうるのかという
ことについては、ブラックボックスとされたまま98」の現状を、投資家の企業価値評価と
結び付けて体系づけることが喫緊の課題ではないかと考えられる。
そのため、現行のパラダイムの枠内でそのような概念構築を行うならば、図表 12-中央
のようになると考えられる。繰り返しになるが、現在までのところ、フローベースの会計
情報をインプット情報として、企業価値を算定するといったモデルが支配的であることか
ら、投資家の意思決定のモデルとしては、一般的なこれらのモデルを前提に概念を組み立
てることが望ましいということになる。
意思決定有用性アプローチを代表するものとして、第２章第１節では情報パースペクテ
ィブと測定パースペクティブをあげたが、辻山(2014)によると、会計情報はどのような文
脈で投資家の意思決定に役に立っているのかということになると、この 2 つのパースペク
ティブのいずれにおいても必ずしも明確な答えが用意されているわけではないという。こ
うして、意思決定有用性、つまりは企業評価に役立つ情報の提供ということになるが、そ
の目的と測定構造との結びつきが不明確であったために、情報パースペクティブにおいて
は、もっぱら情報のレリバンスと社会的な選択を通じて個別の会計基準の取捨選択が行わ
95 「会計情報の等質性を確保して国際的な企業比較を可能にしようという理念と、バランスシ
ートでの認識と測定を優先させる資産･負債アプローチを徹底させて、稼得プロセスで生ずる
収益と費用の対応から利益をとらえる伝統的なパラダイムの、残滓を追放しようとする動きと
が結びついたものといわれることも少なくない。」(斎藤 2013)
96 斎藤（2013）
97 斎藤（2013）
98 辻山（2014）
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れることになるとされ、測定パースペクティブにおいては、信頼性をもって測定できる限
り時価をより多く会計情報に取り込むことが望ましいという結論に結びつくことになるの
だとされる。
現在、概念フレームワークのプロジェクトは改訂作業中であるが、そのなかにおいては、
我が国の ASBJ での調査が有用なインプットを提供したとの記述が見受けられた(2013 年
概念フレームワーク DP 1.14 項)。今後、我が国において主張されているような投資の性
質に基づいた概念構築と平仄の合う提案がなされれば、今後基準開発を行ううえで、右往
左往しているようにみえる基準の開発も落ち着くのではないかと思われる。
図表 12
99 第 2 章(図表 4)、混合会計①に該当する。
意思決定有用性アプローチ
収益力の開示 企業価値評価に役立つ情報の開示
(配分思考:Paton & Littleton[1940]) (配分思考) (評価思考)
利益の測定と開示 利益の測定と開示 資産･負債の評価
利益の実現 投資成果の期待･実現 概念の放棄
原価の配分･収益との対応
CF の配分と対応
原価評価 時価評価(FV)へ
金融投資 事業投資
金融資産･負債の
評価
非金融資産･負債
の評価 時価評価 原価評価
(評価) (配分)
売 買
目的
支 配
目的
そ の
他
在 庫
品
設 備
等
そ の
他
混合会計①99
収益費用アプローチ 資産負債アプローチ
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